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様式第１（第４条関係） 

  

宅 地 開 発 予 定 標 識 

 

宅地開発区域の名称 鹿児島市 【計画概要図】 

宅地開発区域の面積 平方メートル  

土地利用計画の概要  

予 定 建 築 物 等  

予 定 工 期 
年   月   日から 

年   月   日まで 

開 発 予 定 者 
住  所 

氏  名 

設 計 者 

住  所 

氏  名 

電話番号 

標 識 設 置 日 年  月  日 

この標識は、鹿児島市宅地開発に関する条例第６条の規定に基づき設置したものです。 

この計画について説明を求めたい方は、下記にご連絡ください。 

（連絡先） 

                  担当者名           電話 

 

注意事項 

   １ 標識の材質は、耐水ベニヤ板同等以上の材質とし、表面は白地とすること。 

   ２ 予定建築物等の欄は、可能な限り具体的に記載すること。 

   ３ 連絡先の欄は、開発予定者、設計者又は工事施行者の別を記載し、その会社名、担

当者名及び電話番号を明記すること。 

   ４ 計画概要図の欄は、宅地開発区域及びその周辺が容易に分かるように記載し、区域

境界線は赤色で表示すること。 

   ５ 標識は、下端と地面の間が８０センチメートルとなるように設置すること。 

 

１２０センチメートル以上 

９
０
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
以
上 
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様式第２（第６条関係） 

宅地開発計画内容周知実施報告書 

年   月   日 

鹿児島市長     殿 

報告者 住所（法人の場合は所在地）            

氏名（法人の場合は名称及び代表者の氏名）     

 

 

 

 鹿児島市宅地開発に関する条例第８条第１項の規定により、次のとおり報告します。 

 

宅 地 開 発 区 域 の 名 称 鹿児島市 

宅
地
開
発
の
計
画
の
内
容
の
周
知
方
法 

個
別
周
知 

周知対象の区域 
 

※地図等で示したものを添付してください。 

周 知 内 容 
 

 

説
明
会
に
よ
る
周
知 

日 時  

場 所  

周知対象の区域 
 

※地図等で示したものを添付してください。 

周 知 内 容 
 

 

そ
の
他
の
方
法
に
よ
る
周
知 

周 知 方 法  

周知対象の区域 
 

※地図等で示したものを添付してください。 

周 知 内 容 

 

 

周知を行った隣接住民  別紙のとおり 

説明会等で使用した資料  

開 発 予 定 標 識 設 置 日 年   月   日 

※受付処理欄 
 

注意事項 

   １ 宅地開発予定標識の設置状況を確認できる写真（近景、遠景及び開発予定標識の記

載事項が確認できるもの）を添付すること。 

   ２ 説明会等で使用した資料を添付すること。 

担当者：氏  名 

電話番号 
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別紙 

番

号 

所有者区分 土地の所在地 現住所 氏名 周知年月日 

周 知 方 法 意  見  等 

      

  

      

  

      

  

      

  

      

  

      

  

      

  

      

  

      

  

      

  

      

  

      

  

      

  

注意事項 所有者区分の欄には、土地の所有者又は建築物の所有者、管理者若しくは居住 

 者の別を記入すること。
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様式第３（第７条関係） 

  

宅 地 開 発 許 可 標 識  

許可年月日及び番号 

開 発 許 可 
指令    第    号 

年   月   日 

宅 造 許 可 
指令    第    号 

年   月   日 

宅地開発区域の名称 鹿児島市 【計画平面図】 

宅地開発区域の面積 平方メートル  

工事の名称及び内容  

工 事 期 間 
年   月   日から 

年   月   日まで 

許 可 を 受 け た 者 
住  所 

氏  名 

工 事 施 行 者 

住  所 

氏  名 

電話番号 

設 計 者 

住  所 

氏  名 

電話番号 

この標識は、鹿児島市宅地開発に関する条例第１０条の規定に基づき設置したものです。 

この宅地開発について説明を求めたい方は、下記にご連絡ください。 

（連絡先） 

                担当者名           電話 

注意事項 

   １ 標識の材質は、耐水ベニヤ板同等以上の材質とし、表面は白地とすること。 

   ２ 連絡先の欄は、開発者、設計者又は工事施行者の別を記載し、その会社名、担当者 

    名及び電話番号を明記すること。 

   ３ 標識は、下端と地面の間が８０センチメートルとなるように設置すること。 

１２０センチメートル以上 

９
０
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
以
上 
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様式第４（第８条関係） 

応急処置報告書 

年   月   日 

鹿児島市長     殿 

報告者 住所（法人の場合は所在地）           

氏名（法人の場合は名称及び代表者の氏名）    

 

 

 

 鹿児島市宅地開発に関する条例第１１条第２項の規定により、次のとおり報告します。 

許可年月日及び番号 

開 発 許 可 
指令    第    号 

   年   月   日 

宅 造 許 可 
指令    第    号 

   年   月   日 

宅地開発区域の名称 鹿児島市 

災害（他に危険を及ぼ

すおそれ）の発生場所 ※地図等で示したものを添付してください。 

工 事 開 始 日 年   月   日 

災 害 発 生 日 年   月   日 

応急処置を講じた日 年   月   日 

工 事 施 行 者 
住  所 

氏  名 

設 計 者 
住  所 

氏  名 

災 害 の 状 況 等 

応 急 処 置 の 内 容 

 

 

 

 

 

 

 

 

※受付処理欄  

注意事項 

   １ 災害又は他に危険を及ぼすおそれへの処置内容が分かる図面を添付すること。 

２ 災害又は他に危険を及ぼすおそれの発生前後の現場状況が確認できる写真を添付す

ること。

担当者：氏  名 

電話番号 
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様式第５（第９条関係） 

防災措置報告書 

年   月   日 

鹿児島市長     殿 

報告者 住所（法人の場合は所在地）           

氏名（法人の場合は名称及び代表者の氏名）    

 

 

 

 鹿児島市宅地開発に関する条例第１３条第２項の規定により、次のとおり報告します。 

 

許可年月日及び番号 

開 発 許 可 
指令    第    号 

    年   月   日 

宅 造 許 可 
指令    第    号 

    年   月   日 

宅地開発区域の名称 鹿児島市 

休 止 期 間 
年   月   日から   

年   月   日まで  

廃 止 日 年   月   日 

防災措置を講じた日 年   月   日 

工 事 施 行 者 
住  所 

氏  名 

設 計 者 
住  所 

氏  名 

防 災 措 置 の 内 容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※受付処理欄  

注意事項 

   １ 防災措置の内容が分かる図面を添付すること。 

２ 防災措置実施前後の現場状況が確認できる写真を添付すること。 

担当者：氏  名 

電話番号 
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２．開発行為等関係様式 

 
①都市計画法施行規則 
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別記様式第二（第十六条関係） 
 

開 発 行 為 許 可 申 請 書 
 

 都市計画法第２９条第１項の規定により、開発行為の許可を申請し

ます。 
      年  月  日 
 

鹿児 島市長 殿 
 

許可申請者住所 
 

氏名                 
 

 ※ 手数料欄 

開

発

行

為

の

概

要 

１ 開発区域に含まれる地域の名称  

２ 開 発 区 域 の 面 積 平方メートル 

３ 予 定 建 築 物 等 の 用 途  

４ 工 事 施 行 者 住 所 氏 名  

５ 工 事 着 手 予 定 年 月 日 年  月  日 

６ 工 事 完 了 予 定 年 月 日 年  月  日 

７ 自己の居住の用に供するもの、

自己の業務の用に供するもの、

その他のものの別 
 

８ 法第３４条の該当号及び該当す

る理由 
 

９ そ の 他 必 要 な 事 項  

※ 受 付 番 号          年  月  日  第       号 

※ 許可に付した条件  

※ 許 可 番 号          年  月  日  第       号 

備考 １ 許可申請者又は工事施行者が法人である場合においては、氏名は、その法人の 
    名称及び代表者の氏名を記載すること。 
   ２ ※印のある欄は記載しないこと。 
   ３ 「法第３４条の該当号及び該当する理由」の欄は、申請に係る開発行為が市街

化調整区域において行われる場合に記載すること。 
   ４ 「その他必要な事項」の欄には、開発行為を行うことについて、農地法その他

の法令による許可、認可等を要する場合には、その手続きの状況を記載すること。
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別記様式第二の二（第十六条関係） 
 

開 発 行 為 許 可 申 請 書 
 

 都市計画法第２９条第２項の規定により、開発行為の許可を申請し

ます。 
      年  月  日 
 

鹿児 島市長 殿 
 

許可申請者住所 
 

氏名                 
 

 ※ 手数料欄 

開

発

行

為

の

概

要 

１ 開発区域に含まれる地域の名称  

２ 開 発 区 域 の 面 積 平方メートル 

３ 予 定 建 築 物 等 の 用 途  

４ 工 事 施 行 者 住 所 氏 名  

５ 工 事 着 手 予 定 年 月 日 年  月  日 

６ 工 事 完 了 予 定 年 月 日 年  月  日 

７ 自己の居住の用に供するもの、

自己の業務の用に供するもの、

その他のものの別 
 

８ そ の 他 必 要 な 事 項  

※ 受 付 番 号          年  月  日  第       号 

※ 許可に付した条件  

※ 許 可 番 号          年  月  日  第       号 

備考 １ 許可申請者又は工事施行者が法人である場合においては、氏名は、その法人の 
    名称及び代表者の氏名を記載すること。 
   ２ ※印のある欄は記載しないこと。 
   ３ 「その他必要な事項」の欄には、開発行為を行うことについて、農地法その他

の法令による許可、認可等を要する場合には、その手続きの状況を記載すること。 
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別記様式第三（第十六条関係） 
 

資   金   計   画   書 
 
１ 収支計画                       ２ 年度別資金計画                         （単位 千円） 

科目 金額 科目 年度 年度 年度 年度 計 

収 
 
 

入 

処 分 収 入 
 宅地処分収入 
 
補助負担金 
 
 

 

支 
 
 

出 

事 業 費 
 用 地 費 
 工 事 費 
 附帯工事費 
 事 務 費 
 借入金利息 
 
 
借入償還金 
 

     

計  

支 
 
 

出 

用 地 費 
工 事 費 
 整 地 工 事 費 
 道 路 工 事 費 
 排水施設工事費 
 給水施設工事費 
 
 
附帯工事費 
事 務 費 
借入金利息 

 

計      

収 
 
 

入 

自 己 資 金 
借 入 金 
 
処 分 収 入 
 宅地処分収入 
 
補助負担金 
 

     

計  計      

借入金の借入先 
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別記様式第四（第二十九条関係） 
 

工  事  完  了  届  出  書 
 

年  月  日    
 
 

鹿 児 島 市 長 殿 
 
 

届出者住所                 
氏名                 

 
都市計画法第３６条第 1 項の規定により、開発行為に関する工事（許可番号  年  月 

  日    第   号）が下記のとおり完了しましたので届け出ます。 
 

記 
 
１ 工事完了年月日                     年  月  日 
２ 工事を完了した開発区域  
  又は工区に含まれる地域の名称 
 
 

※ 受 付 番 号     年  月  日         第     号 

※ 検 査 年 月 日     年  月  日 

※ 検 査 結 果     合      否 

※ 検 査 済 証 番 号     年  月  日         第     号 

※ 工事完了公告年月日     年  月  日 

 
備考  １ 届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の

氏名を記載すること。 
    ２ ※印のある欄は記載しないこと。 
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別記様式第五（第二十九条関係） 
 

公 共 施 設 工 事 完 了 届 出 書 
 

年  月  日    
 
 

鹿 児 島 市 長 殿 
 
 

届出者住所                 
氏名                 

 
都市計画法第３６条第 1 項の規定により、公共施設に関する工事（許可番号  年  月 

  日    第   号）が下記のとおり完了しましたので届け出ます。 
 

記 
 
１ 工事完了年月日                     年  月  日 
２ 工事を完了した公共施設が存する開発区域 
  又は工区に含まれる地域の名称 
３ 工事を完了した公共施設  
 

※ 受 付 番 号     年  月  日         第     号 

※ 検 査 年 月 日     年  月  日 

※ 検 査 結 果     合      否 

※ 検 査 済 証 番 号     年  月  日         第     号 

※ 工事完了公告年月日     年  月  日 

 
備考  １ 届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の

氏名を記載すること。 
    ２ ※印のある欄は記載しないこと。 
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別記様式第八（第三十二条関係） 
 

開発行為に関する工事の廃止の届出書 
 

年  月  日    
 
 

鹿 児 島 市 長 殿 
 
 

届出者住所                 
氏名                 

 
都市計画法第３８条項の規定により、開発行為に関する工事（許可番号   年  月 

  日    第   号）が下記のとおり廃止しましたので届け出ます。 
 
 
 

記 
 
 
１ 開発行為に関する工事を廃止した年月日          年  月  日 
 
 
 
２ 開発行為に関する工事の廃止に係わる地域の名称 
 
 
 
３ 開発行為に関する工事の廃止に係わる地域の面積 
 
 
 
 
 
 
 
備考  １ 届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の

氏名を記載すること。 
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別記様式第九（第四十三条関係） 

建築物の新築、改築若しくは用途の変更又は第一種特定工作物の新設許可申請書 

 
都市計画法第４３条第１項の規定により 

  建 築 物        新   築 

          の    改   築   の許可を申請します。 

   第一種特定        用途の変更 

   工 作 物        新   設 

 

     年  月  日 

 鹿 児 島 市 長  殿  

許可申請者住所（法人の場合は所在地） 

               

氏名（法人の場合は名称及び代表者の氏名） 

                       

連絡先（担当者名）             

 

※ 手数料欄 

１ 建築物を建築しようとする土地、用途の

変更をしようとする建築物の存する土地又

は第一種特定工作物を新設しようとする 

土地の所在、地番、地目及び面積 

鹿児島市 

 

地 目： 

面 積： 

２ 建築しようとする建築物、用途の変更後

の建築物又は新設しようとする第一種特定

工作物の用途 

 

３ 改築又は用途の変更をしようとする場合

は既存の建築物の用途 

 

４ 建築しようとする建築物、用途の変更後

の建築物又は新設しようとする第一種特定

工作物が法第３４条第１号から第１０号ま

で又は令第３６条第１項第３号ロからホま

でのいずれかの建築物又は第一種特定工作

物に該当するかの記載及びその理由 

 

５ そ の 他 必 要 な 事 項  

※ 受 付 番 号   年  月  日    第  －   号 

※ 許 可 に 付 し た 条 件  

※ 許 可 番 号   年  月  日  指令第  －   号 

備考 １ ※印のある欄は記載しないこと。 

２ 「その他必要な事項」の欄には、建築物の新築、改築若しくは用途の変更又は第一

種特定工作物の新設をすることについて他の法令による許可、認可等を要する場合に

は、その手続きの状況を記載すること。 
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２．開発行為等関係様式 

 
②都市計画法に基づく開発行為等の規制に関する

規則 
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様式第１（第２条関係） 

 

設  計  説  明  書 

（表） 

 

 

土 

 

地 

 

利 

 

用 

 

計 

 

画 

土

地

利

用

計

画 

区分 住宅用地 公共施設用地 公益的施設用地 その他 計 
表土保全 

用  地 

樹木保全 

用  地 
緑地帯その他の緩衝帯 

面積 

 

割合 

㎡ 

 

％ 

㎡ 

 

％ 

㎡ 

 

％ 

㎡ 

 

％ 

㎡ 

 

１００ ％ 

㎡ 

 

％ 

㎡ 

 

％ 

㎡ 

 

％ 

公

共

施

設

用

地 

区分 道 路 公 園 緑 地 下水道 排水路 河 川 
消 防 用 

貯水施設 
そ の 他 計 

面積 

 

割合 

㎡ 

 

％ 

㎡ 

 

％ 

㎡ 

 

％ 

㎡ 

 

％ 

㎡ 

 

％ 

㎡ 

 

％ 

㎡ 

 

％ 

㎡ 

 

％ 

㎡ 

 

１００ ％ 

公

益

的

施

設

用

地 

区分 教 育 施 設 医 療 施 設 交 通 施 設 購 買 施 設 そ の 他 

面積 

 

割合 

㎡ 

 

％ 

㎡ 

 

％ 

㎡ 

 

％ 

㎡ 

 

％ 

㎡ 

 

％ 

 

設

計

の

方

針 

建

築

物

用 

１ 開発の目的 

 

２ 計画人口、計画戸数及び人口密度 

 

３ 住区及び街区の構成 

 

第
１
種
特
定
工
作
物 

１ 開発の目的及び周辺地域の環境保全 

 

２ 工作物の種類並びに設備の内容及び規模 

 

３ 計画人口 

第
２
種
特
定
工
作
物 

１ 開発の目的及び内容 

 

２ 工作物の種類及び規模 

 

３ 計画利用人口 

工

区

計

画 

工 区 名 工 区 面 積 着手予定年月日 完了予定年月日 

    

開

発

区

域

内

の

土

地

の

現

況 

地

域

地

区 

区域区分 宅地造成工事規制区域 用途地域 その他 

□ 市街化区域 

 

□ 市街化調整区域 

□ 内 

 

□ 外 

  

地

目

別

概

要 

区分 山林 原野 農地 宅地 公共施設用地 その他 計 

面積 

 

割合 

㎡ 

 

％ 

㎡ 

 

％ 

㎡ 

 

％ 

㎡ 

 

％ 

㎡ 

 

％ 

㎡ 

 

％ 

㎡ 

 

１００ ％ 

所

有

別

概

要 

区分 自己所有 買収予定 地主還元 その他 計 

面積 

 

割合 

㎡ 

 

％ 

㎡ 

 

％ 

㎡ 

 

％ 

㎡ 

 

％ 

㎡ 

 

１００ ％ 
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（裏） 

区分 施設名 新設する場合 開発区域外既存施設との関連 

公 共 施 設 

整 備 計 画 

道   路 
□アスファルト舗装 

□コンクリート舗装 

関連すべき道路の区分 

□国道  □県道  □市町村道  □その他の道路 

公   園 

□プレイロット 

□街区公園         箇所 

□近隣公園         箇所 

□区域外公園を利用 

 当該公園まで                    ｍ 

緑   地 
□自然緑地         箇所 

□のり面緑地        箇所 

□区域外緑地を利用 

 当該緑地まで                    ｍ 

下水道 

公 共 

下水道 

□雨水きょ 

□汚水管 

□ポンプ場         箇所 

□終末処理場        箇所 

□調整池（恒久的）     箇所 

雨水 □公共下水道へ接続放流（名称           ） 

   □都市下水道、排水路又は河川へ接続放流 

         （水路名又は河川名          ） 

汚水 □公共下水道へ接続放流（名称 

   □都市下水道、排水路又は河川へ接続放流 

         （水路名又は河川名          ） 

都 市 

下水道 

□管きょ 

□ポンプ場         箇所 

□調整池（恒久的）     箇所 

□公共下水道へ接続放流（名称              ） 

□都市下水道、排水路又は河川へ接続放流 

      （水路名又は河川名             ） 

排 水 路 

□管きょ 

□ポンプ場         箇所 

□調整池（恒久的）     箇所 

□公共下水道へ接続放流（名称              ） 

□都市下水道、排水路又は河川へ接続放流 

      （水路名又は河川名             ） 

河 川 □河川 □河川へ接続放流（名称                 ） 

消 防用 貯 水 施 設 
□消火栓          箇所 

□貯水施設         箇所 

□区域外貯水施設を利用し、当該施設まで         ｍ 

□区域外河川又は溜池帯を利用し、当該河川等まで     ｍ 

そ の 他   

公益的施設 

整 備 計 画 

教 育 施 設 

□幼稚園           校 

□小学校           校 

□中学校           校 

□区域外施設を利用 

  幼稚園まで                    ｍ 

  小学校まで                    ｍ 

  中学校まで                    ｍ 

医 療 施 設 

□診療所          箇所 

□病院           箇所 

□区域外施設を利用 

  病院等まで                    ｍ 

 

交 通 施 設 

□バス停留所        箇所 

□タクシー営業所      箇所 

□公共駐車場        箇所 

□区域外施設を利用 

  バス停留所まで                  ｍ 

  鉄道駅まで                    ｍ 

購 買 施 設 

□日用品店         箇所 

□スーパーマーケット    箇所 

□専門店          箇所 

□区域外施設を利用 

  商店街まで                    ｍ 

 

給 水 施 設 

□水道 

□簡易水道 

□専用水道 

□区域外施設を利用 

□水道      □簡易水道 

□専用水道 

ガ ス 施 設 □供給源施設 □都市ガス利用 

電 気 施 設 
□街灯           箇所 

□配電施設         箇所 

□区域外配電施設を利用 

し 尿 処 理 施 設 

□汚水管 

□共同し尿浄化槽      箇所 

□くみ取り 

□公共下水道へ接続放流（名称              ） 

□都市下水道、排水路又は河川へ接続放流 

      （水路名又は河川名             ） 

□浄化槽の管理主体（名称                ） 

そ の 他   

注 

 １ 該当事項の□の中に、×印を付けること。 

 ２ 土地利用計画の欄は、開発区域内、外（取付道路、水路）に分け、区域外は（ ）書きとすること。 

 ３ 土地利用計画の欄の各施設用地面積は、次の要領で算定すること。 

  (1) 住宅用地には、各宅地に付随するのり面を含めること。 

  (2) 道路には、道路（側溝を含む。）、広場、公共駐車場、公共階段、橋、ずい道等を含めること。 

  (3) 緑地には、自然緑地及びのり面緑地を含めること。 

  (4) 下水道は、下水道法の適用を受ける下水道とする。 

  (5) 排水路は、下水道法、河川法及び鹿児島県普通河川管理条例のいずれの適用も受けない水路で、幅員１メートル以上のものとす

る。 

  (6) 河川は、河川法又は鹿児島県普通河川管理条例の適用を受けること。 

  (7) それぞれの項目の記入に当たっては、公共施設整備計画及び公益的施設整備計画の分類を参考にすること。 

(8) 公益的施設整備計画のその他の施設には、福祉、保安、集会、文化、管理、行政、サービス等の施設を記入すること。 
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様式第２（第２条関係） 

 

従前の公共施設の管理者等一覧表 

 

従 前 の 公 共 

 

施 設 の 名 称 

新 旧 対 照

図 に 付 し

た番号 

廃止、付替

え、拡幅の

別 

公 共 施 設 の 概 要 管 理

者名 

同意

の 

有無 

所 有 者 

 

名 

備 考 

幅員 延長 面積 

          

 

注 

 １ 開発区域内にある従前の公共施設に関して記入すること。 

 ２ 従前の公共施設の名称は、道路、公園等種別ごとに記入すること。 

 ３ 同一の物件に権利者が２人以上いる場合は、備考欄にその旨を記入すること。 
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様式第３（第２条関係） 

 

新たに設置される公共施設の管理者等一覧表 

新設する 

公共施設 

の名称 

新 旧 対 照

図 に 付 し

た番号 

公 共 施 設 の 概 要 管 理 す る こ と

に な る 者 の 名

称 

協 議 成 立 又

は 協 議 中 の

別 

備  考 
幅員 延長 面積 

        

 

注 

 １ 開発区域内に新設する公共施設に関して記入すること。 

 ２ 新設する公共施設の名称は、道路、公園等種別ごとに記入すること。 

 ３ 同一の物件に権利者が２名以上いる場合は、備考欄にその旨を記入すること。 

 ４ 道路拡幅の場合は、従前の公共施設の番号及び幅員等を備考欄に記入すること。 
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様式第４（第２条関係） 

 

付替えに係る公共施設の新旧一覧表 

 

従前の公共施設 付替えに係る公共施設 付替え後に

おける従前

の公共施設

用地の帰属 

備  考 
名称 

新旧対照図

に付した番

号 

土地所有者

等 
名称 

新旧対照図

に付した番

号 

       

注 

 １ 法第４０条第１項の規定による公共施設の付替えをする場合に記入すること。 

 ２ 付替えに係る公共施設欄には、従前の公共施設に対応する公共施設の名称及び番号を記入すること。 



 

 

-
 
3
1
8
 - 

様式第５（第４条関係） 
工  事  費  内  訳  書  （ 開  発  区  域  内 ）                                  （１枚目） 

工  事  種  目 数  量 
単 価 

（円） 
金 額 

開 発 面 積 

当 た り 単 価 
備     考 

年度 年度 年度 年度 

数量 金額 数量 金額 数量 金額 数量 金額 

整 地 工 事 

調 査 測 量 ㎡    調査及び測量の内容         

土 工 ㎡    搬入土、搬出土          ㎥         

擁 壁 ㎡    構造  Ｈ＝    ～     ｍ         

の り 芝 工 ㎡        Ｈ＝    ～     ｍ         

（ 小 計 ）              

道 路 工 事 

道 路 延長      ｍ    構造  幅員    ～     ｍ         

橋 り ょ う 箇    構造  幅員×延長         

ず い 道     構造  幅員×延長         

（ 小 計 ）              

下

水

道

工

事 

公共下水道 

雨 水 き ょ 延長      ｍ    管径         

汚 水 き ょ 延長      ｍ    管径         

ポ ン プ 場 箇所             

終末処理場 箇所    処理方式、能力          人         

調 整 池 箇所    容量               ㎥         

（ 小 計 ）              

都市下水道 

管 き ょ 延長      ｍ    幅員         

ポ ン プ 場 箇所             

調 整 池 箇所    容量               ㎥         

（ 小 計 ）              

〔下水道小計〕              

排 水 路 工 事 

管 き ょ 延長      ｍ    幅員         

ポ ン プ 場 箇所             

調 整 池 箇所    容量               ㎥         

（ 小 計 ）              

河 川 工 事 河 川 延長      ｍ    幅員         
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3
1
9
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                                                                                                （２枚目） 

工  事  種  目 数  量 
単 価 

（円） 
金 額 

開 発 面 積 

当 た り 単 価 
備     考 

年度 年度 年度 年度 

数量 金額 数量 金額 数量 金額 数量 金額 

給 水 施 設 工 事 

配 管 延長      ｍ    管径        ～     ㎜         

そ の 他 

水 道 施 設 
 

   
 

        

（ 小 計 ）              

電 気 施 設 工 事 

配 電 延長      ｍ             

街灯等施設 箇             

（ 小 計 ）              

ガ ス 施 設 工 事 

配 管 延長      ｍ    管径        ～     ㎜         

ガス源施設 箇    構造、容量           ㎥         

（ 小 計 ）              

工事              

計 延長      ｍ             

注 

 １ 道路工事費 

   広場及び公共会談を含む舗装、側溝、街きょ、防護冊及び街路樹の費用 

 ２ 下水道工事費 

   下水道（下水道法の適用を受ける下水道）、河川（河川法又は鹿児島県普通河川管理条例の適用を受ける河川）及び排水路（下水道又は河川に含まれない水路で、幅員１メートル以上のもの）の費用 

 ３ 調整池工事費 

   恒久的な調整池の費用 

 ４ その他 

   機械器具据付料、営繕損料及び諸経費並びに公共施設の負担金又は当該施設の管理者となる者に委託する工事に要する事務費は、工事種目ごとの工事費に含めて計上すること。 

 



 

 

-
 
3
2
0
 - 

様式第６（第４条関係） 
附  帯  工  事  費  内  訳  書  （ 開  発  区  域  外 ）                             （１枚目） 

工  事  種  目 数  量 
単 価 

（円） 
金 額 

開 発 面 積 

当 た り 単 価 
備     考 

年度 年度 年度 年度 

数量 金額 数量 金額 数量 金額 数量 金額 

整 地 工 事 

調 査 測 量 ㎡    調査及び測量の内容         

土 工 ㎡    搬入土、搬出土          ㎥         

擁 壁 ㎡    構造  Ｈ＝    ～     ｍ         

の り 芝 工 ㎡        Ｈ＝    ～     ｍ         

（ 小 計 ）              

道 路 工 事 

道 路 延長      ｍ    構造  幅員    ～     ｍ         

橋 り ょ う 箇    構造  幅員×延長         

ず い 道     構造  幅員×延長         

（ 小 計 ）              

下

水

道

工

事 

公共下水道 

雨 水 き ょ 延長      ｍ    管径         

汚 水 き ょ 延長      ｍ    管径         

ポ ン プ 場 箇所             

終末処理場 箇所    処理方式、能力          人         

調 整 池 箇所    容量               ㎥         

（ 小 計 ）              

都市下水道 

管 き ょ 延長      ｍ    幅員         

ポ ン プ 場 箇所             

調 整 池 箇所    容量               ㎥         

（ 小 計 ）              

〔下水道小計〕              

排 水 路 工 事 

管 き ょ 延長      ｍ    幅員         

ポ ン プ 場 箇所             

調 整 池 箇所    容量               ㎥         

（ 小 計 ）              

河 川 工 事 河 川 延長      ｍ    幅員         



 

 

-
 
3
2
1
 - 

                                                                                                （２枚目） 

工  事  種  目 数  量 
単 価 

（円） 
金 額 

開 発 面 積 

当 た り 単 価 
備     考 

年度 年度 年度 年度 

数量 金額 数量 金額 数量 金額 数量 金額 

給 水 施 設 工 事 

配 管 延長      ｍ    管径        ～     ㎜         

そ の 他 

水 道 施 設 
 

   
 

        

（ 小 計 ）              

電 気 施 設 工 事 

配 電 延長      ｍ             

街灯等施設 箇             

（ 小 計 ）              

ガ ス 施 設 工 事 

配 管 延長      ｍ    管径        ～     ㎜         

ガス源施設 箇    構造、容量           ㎥         

（ 小 計 ）     管径         

公園及び緑地帯 

そ の 他 の 

緩 衝 帯 

公 園 ㎡             

緑 地 ㎡             

（ 小 計 ）              

表 土 保 全 工 事              

消 防 ・ 貯 水 施 設 工 事              

し 尿 処 理 

施 設 工 事 

汚 水 管              

共 同 し 尿 

浄 化 槽 
 

   
 

        

（ 小 計 ）              

工事              

計              

注

 １ 調査測量費 

   工事をするために必要な調査、試験及び測量（現形、確定）に要する費用 

 ２ 土木工事費 

   土木、地盤改良の費用、宅地内排水工、防災工（仮設沈砂池及び仮設のり面保護工を含む。） 

 ３ 擁壁工事費 

   コンクリート、コンクリートブロック及び石積みの擁壁工事の費用（宅地進入階段工の費用を含む。） 

 ４ のり芝工事費 

   恒久的なのり面保護の芝張工、枠工、柵工及び犬走排水溝の費用 

 ５ 道路工事費 

   広場及び公共階段を含む舗装、側溝、街きょ、防護冊及び街路樹の費用 

６ 下水道工事費 

  下水道（下水道法の適用を受ける下水道）、河川（河川法又は鹿児島県普通河川管理条例の適用を受ける河川）及び 

排水路（下水道又は河川に含まれない水路で幅員１メートル以上のもの）の費用 

７ 調整池工事費 

  恒久的な調整池の費用 

８ 公園及び緑地帯その他の緩衝帯工事費 

  施設及び植樹の費用。ただし、緑地がのり面の場合は、のり面保護以外の施設及び植樹の費用とする。 

９ 表土保全工事費 

  表土の復元、土地改良等の費用 

10 その他 

  機械器具据付料、営繕損料及び諸経費並びに公共施設の負担金又は当該施設の管理者となる者に委託する工事に要

する事務費は、工事種目ごとの工事費に含めて計上すること。 
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様式第７（第５条関係）  
申 請 者 の 資 力 及 び 信 用 に 関 す る 申 告 書 

年  月  日    
鹿 児 島 市 長 殿  
 

申請者 住所                      
氏名又は名称及び代表者の氏名              

都市計画法第３３条第１項第１２号に規定する資力及び信用について、次のとおり申  
告します。  

設 立 年 月 日  年  月  日  資本金  千円  

法 令 に よ る 登 録 等   

従 業 員 数 等   

前 年 度 事 業 費  千円  資産総額  千円  

前 年 度 納 税 額  法人税又は所得税    千円  事業税         千円  

主たる取引金融機関   

工事管理者住所氏名   

役  
員  
略  
歴  

職 名  氏 名  年齢  在社年数 資格、免許、学歴その他  

     

宅係  
地行  
造為  
成経  
関歴  

工事名  工事施行者名 工事施行場所  面積  許認可番号年月日  着工及び完了年月日  

      

注  
 １ 法令による登録等の欄には、宅地建物取引業法による免許、建築士法による  
  建築士事務所登録、建設業法による建設業者登録等について記入すること。  
 ２ 添付書類  

(1) 法人税又は所得税の納税証明書 (前年度分) 
(2) 財務諸表 (法人の登記簿謄本を含む) 
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様式第８（第５条関係）  
工 事 施 行 者 の 能 力 に 関 す る 申 告 書 

年  月  日   
鹿 児 島 市 長 殿  
 

工事施行者 住所               
氏名               

都市計画法第３３条第１項第１３号に規定する工事施行者の工事施行能力について、  
次のとおり申告します。  

設 立 年 月 日  年  月  日  資本金  千円  

法 令 に よ る 登 録 等   

従 業 員 数 等  

事 務  技 術  労 務  計  

    

前 年 度 納 税 額  法人税又は所得税    千円  事業税         千円  

主たる取引金融機関   

工事管理者住所氏名   

技  
術  
者  
略  
歴  

職 名  氏 名  年齢  在社年数 資格、免許、学歴その他  

     

宅係  
地行  
造為  
成経  
関歴  

工事名  工事施行者名 工事施行場所  面積  許認可番号年月日  着工及び完了年月日  

      

注  
 １ 法令による登録等の欄には、建設業法による建設業者登録、建築士法による  
  建築士事務所登録等について記入すること。  
 ２ 添付書類  
  (1) 法人税又は所得税の納税証明書 (前年度分) 
  (2) 事業経歴書(法人の登記簿謄本 ) 
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様式第９の１（第 6 条関係）  
 

開 発 行 為 施 行 同 意 書 （ 土 地 の 権 利 者 用 ） 
 

申請者 住所                
氏名                

 
私が権利を有する次の物件について、上記の者が開発行為を行うことに同意します。  

 
 
所 在 地  
及び地番  

地目  面 積  
（㎡）  

権利の種別  同 意 
年月日  

権利者の住所氏名  印  備 考  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

       

注  
 １ 権利の種別欄は、所有権、抵当権等の別を記入すること。  
 ２ 同一物件に権利者が２人以上いる場合は、備考欄にその旨を記入すること。  
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様式第９の２（第 6 条関係）  
 

開発行為施行同意書（建築物その他の工作物の権利者用）  
 

申請者 住所                
氏名                

 
私が権利を有する次の物件について、上記の者が開発行為を行うことに同意します。  

 
 
所 在 地  

 
及び地番  

工作物  
 

の種類  

工 作 物 の  
形 状 及 び  
敷 地 面 積  

権利の  
 

種 別  

同 意 
 

年月日  
権利者の住所氏名  印  備 考  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

       

注  
 １ 権利の種別欄は、所有権、抵当権等の別を記入すること。  
 ２ 同一物件に権利者が２人以上いる場合は、備考欄にその旨を記入すること。  
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様式第１０の１（第 6 条関係）  
 

開発区域内権利者一覧表（土地の権利者用）  
 
 
 
所 在 地  
及び地番  

地 目  面 積  
（㎡）  

権利の種別  権利者の住所氏名  同意の

有 無  
備 考  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

      

注  
 １ 権利の種別欄は、所有権、抵当権等の別を記入すること。  
 ２ 同一物件に権利者が２人以上いる場合は、備考欄にその旨を記入すること。  
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様式１０の２（第 6 条関係）  
 

開発区域内権利者一覧表（建築物その他の工作物の権利者用）  
 
 
 
所 在 地  

 
及び地番  

工作物  
 

の種類  

工作物の形

状及び敷地

面積  
権利の種別  権利者の住所氏名  

同意の  
 

有 無  
備 考  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

      

注  
 １ 権利の種別欄は、所有権、抵当権等の別を記入すること。  
 ２ 同一物件に権利者が２人以上いる場合は、備考欄にその旨を記入すること。  
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様式第１１（第７条関係）  
 

設 計 者 の 資 格 に 関 す る 申 告 書 
 

年  月  日   
 

鹿 児 島 市 長 殿  
 

設計者 住所                  
氏名                  

年  月  日生   
 
都市計画法第３１条に規定する設計資格について、次のとおり申告します。  
都市計画法施行規則第１９条の該当資格  □ １号 イ・ロ・ハ・ニ・ホ・ヘ・ト  

□ ２号  

学  
 

歴  

学 校 名  学 部 学 科 名  卒業（中退）年月日  修 業 年 限  
  卒業  

年  月  日  
中退  

年  箇月  

建に  
築よ  
士る  
法資  
等格  

資 格 内 容  取 得 年 月 日  登録 又 は 合 格 番 号  

□ 技術士（      部門）  
□ 一級建築士  
□ その他  

  

実  
務  
経  
歴  

勤 務 先  職 務 内 容  在 職 期 間  

  

年  月 ～  年  月 （  年  月 ）  
年  月 ～  年  月 （  年  月 ）  
年  月 ～  年  月 （  年  月 ）  
年  月 ～  年  月 （  年  月 ）  
年  月 ～  年  月 （  年  月 ）  

設  
計  
経  
歴  

事業主体  工事施行者  施 行 場 所  面 積  許 可 年 月 日 及 び 番 号  

     

注  
 １ □印のある欄は、該当事項の□に×印を付け、該当資格の欄は該当事項を○  
  で囲むこと。  
 ２ 学歴欄は、設計資格に関係のある最終学歴を記入すること。  
 ３ 実務経歴及び設計経歴欄は、宅地開発に関係のあるもののみを記入し、設計  
  歴欄に記入した工事については、当該工事の設計を申告者が行ったことを証す  
  る事業主体発行の証明書を添付すること。  
 ４ 建築士法等による資格の証明書、卒業証明書等を添付すること。  
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様式第１２（第８条関係） 

 

（表） 

既 存 の 権 利 者 の 届 出 書 

年  月  日   

鹿児島市長 殿 

届出者 住所                     

氏名又は名称及び代表者名               

都市計画法第３４条第１３号の規定により、次のとおり届け出ます。 

届出者の職業 

（法人にあっては業務内容） 

 

届

出 

所 在 及 び 地 番  

地 目 及 び 地 積 地目  地積 平方メートル 

農 地 転 用 許 可 年  月  日         号 

権 利 を 有 し て い た 目 的  

権 利 の 種 類 所有権     所有権以外の権利（        ） 

権 利 の 内 容  

※

受

付

処

理 

 

  受付印 

   

課 長 係 長 係 

   

注 

 １ 届出者の職業の欄は、自家用の住宅を建築する目的で権利を有している場合 

  には記入の必要はない。 

 ２ 権利の種類の欄は、該当項目を○で囲み、所有権以外の権利の場合には、（） 

  内にその権利の名称を記入すること。 

 ３ 権利の内容の欄は、権利の取得年月日を記入し、かつ、所有権以外の権利の 

  場合には、土地所有者の住所、氏名等を記入すること。 

 ４ ※印の欄は、記入しないこと。
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（裏） 

 

注意 

 

１ この届出は、鹿児島県知事の告示によって市街化区域と市街化調整区域の区分が決定 

 された際（以下「告示の日」という。）に、自己の居住又は業務の用に供する目的で、 

 土地の所有権又は土地の利用に関する所有権以外の権利を有していた者だけが行うこと 

 ができます。 

２ この届出は、告示の日から６箇月以内に行い、この届出をした者が開発行為又は建築

をしようとするときは、告示の日から５年以内に、都市計画法に規定する許可を受けて 

 から施行することが必要です。 

  なお、建築工事に着手する前に、建築基準法による確認も受けなければなりません。 

３ この届出をした者が開発行為又は建築しようとするときは、許可申請書に、１の権 

利を有していたことを証する書類（土地の登記簿謄本、所有権以外の権利を証する書類、 

農地転用許可書等）を添付しなければなりません。この場合において、届出書の記載事

項と相違すると許可を受けることができないことがありますから注意してください。 

４ この届出書は、受付処理をした後１部を届出人に返しますが、開発行為又は建築の許

可申請する際に必要なことがありますから、大切に保管してください。 
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様式１３（第９条関係） 

 

開発行為変更許可申請書 
 

 都市計画法第３５条の２第１項の規定により、開発行為の変更許可を申請します。 
 

年  月  日    

鹿児 島市長 殿 
 

申請者 住所                         

氏名又は名称及び代表者の氏名                 

開

発

行

為

の

変

更

の

概

要 

 変 更 前 変 更 後 

１ 開発区域に含まれる 

  地域の名称 

  

２ 開 発 区 域 の 面 積 ㎡ ㎡ 

３ 予定建築物の用途   

４ 工事施行者住所氏名   

５ 自己業務用、居住用及

び非自己用の別 

  

６ 法第３４条の該当号

及び該当する理由 

  

７ その他必要な事項   

開発許可年月日及び番号   年   月   日      第       号 

変 更 の 理 由  

 

※変更許可に付した条件 
 

※変更許可年月日及び番号   年   月   日      第       号 

※ 手 数 料 納 付 確 認 欄  

 

  受付印 

課 長 係 長 係 

 

 

 

  

注 

 １ ※欄は、記入しないこと。 

 ２ 法第３４条の該当する号及び該当する理由の欄は、申請に係る開発行為の変更 

  が市街化調整区域において行われる場合に記入すること。 

３ その他必要な事項の欄には、開発行為の変更を行うことについて、農地法その 

 他の法令による許可、認可等を要する場合には、その手続きの状況を記入すること。 

４ 設計又は資金計画の変更については、変更の理由の欄にその欄にその旨を記入し、

変更後の設計説明書及び設計図又は資金計画書を添付すること。
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様式第１４（第９条関係） 

 

開 発 行 為 変 更 届 出 書 

 

年  月  日    

 

鹿児島市長 殿 

 

届出者 住所                   

氏名                   

 

開発行為の軽微な変更をしたので都市計画法第３５条の２第３項の規定により次のとお

り届け出ます。 

 

１ 変 更 に 係 る 事 項  

２ 変 更 の 内 容 

変 更 前 変 更 後 

  

３ 変 更 の 理 由  

４ 開発許可年月日及び番号  年  月  日       第    号 
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様式第１５（第１０条関係） 

 

工 事 着 手 届 

 

年  月  日    

 

鹿児島市長 殿 

 

届出者 住所                 

氏名                 

 

開発行為に関する工事に着手したいので、都市計画法に基づく開発行為等の規制に関す

る規則第１０条の規定により、次のとおり届け出ます。 

 

開 発 許 可 年 月 日 及 び 番 号  

開発区域に含まれる地域の名称  

工 事 着 手 年 月 日  

工 事 完 了 予 定 年 月 日  

工

事

管

理

者 

住 所 ・ 氏 名  

連 絡 場 所 

（電話            ） 

資 格 ・ 免 許 等  

工

事

施

行

者 

住 所 ・ 氏 名  

連 絡 場 所  

主任技術者 

住 所 氏 名  

資 格 

免 許 等 

 

 

 受付印 

   

課 長 係 長 係 
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様式第１６（第１４条関係） 

 

建築制限等解除承認申請書 

 

年  月  日     

 

鹿児島市長 殿 

 

届出者 住所                  

氏名                  

 
 
開発行為の工事完了の公告前に次のとおり          したいので、都市計画 

 
法第３７条第１号の規定により承認を申請します。 

 

開 発 許 可 年 月 日 及 び 番 号 年  月  日    第     号  

建築物を建築し、又は特

定工作物を建設する敷地 

位 置  

面 積 ㎡   

建築物又は特定工作物 

位 置  

面 積 

建築（構築）面積 

㎡   

延べ床面積 

㎡   

工事完了の公告前に建築し又は

建 設 し よ う と す る 理 由 

 

※  承 認 年 月 日 及 び 番 号 年  月  日    第     号  

※ 条          件 

 

 

 受付印 

   

課 長 係 長 係 

   

注 ※の欄は記入しないこと。 

建築物を建築 

特定工作物を建設 
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様式第１７（第１６条関係） 

 

建築物特例許可申請書 

 

 都市計画法第４１条第２項ただし書の規定により、市街化調整区域内における建築物の

建築についての制限の特例許可を申請します。 

 

年  月  日    

 

鹿児島市長 殿 

 

申請者 住所                 

氏名                 

 

開発許可年月日及び番号 年   月   日     第     号   

建 築 物 の 敷 地 の 位 置  

敷 地 面 積 ㎡ 建築面積        ㎡ 

 建 築 し よ う と す る 建 築 物 市 長 の 定 め た 制 限 

建 ぺ い 率   

建 築 物 の 高 さ   

壁 面 の 位 置   

そ の 他   

建 築 物 の 用 途   

制限外の建築物を建築 

し よ う と す る 理 由 
 

備 考  

※許可年月日及び番号 年   月   日     第     号   

※許 可 に 付 し た 条 件  

※手 数 料 納 入 確 認 欄  
 
  受付印 

課 長 係 長 係 

   

注 

 １ ※の欄は記入しないこと。 

 ２ 備考の欄には、建築物を建築することについて他の法令による許可、認可等を要す

る場合の手続の状況を記入すること。
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様式第１８（第１７条関係） 

 

予定建築物等以外の建築物等の建築等許可申請書 

 
 
都市計画法第４２条第１項ただし書の規定により、           以外の 

 
        の               の許可を申請します。 

 

年  月  日   

 

鹿児 島市長 殿 

 

申請者 住所                 

氏名                 

 

開発許可年月日及び番号 年   月   日    第     号  

工 事 完 了 公 告 年 月 日  

建築物又は特定工作物の 

敷 地 の 位 置 
 

開発許可を受けた際の予定 

建築物又は特定工作物の用途 
 

変 更 後 の 建 築 物 

又 は 特 定 工 作 物 の 用 途 
 

変 更 の 理 由  

※ 許 可 年 月 日 及 び 番 号 年   月   日    第     号  

※ 許 可 に 付 し た 条 件  

※ 手 数 料 納 入 確 認 欄  
 
 受付印 

課 長 係 長 係 

   

注 ※の欄は記入しないこと。

予定建築物 
予定特定工作物 

建築物 
特定工作物 

新築（改廃、用途の変更） 
新設（        ） 
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様式第１９（第１９条関係） 

 

地位承継届出書 

 

年  月  日   

 

鹿児 島市長 殿 

 

承継人 住所                 

    氏名                 

 

 都市計画法第４４条の規定により、（開発・建築）許可に基づく地位を承継したので、 

都市計画法に基づく開発行為等の規制に関する規則第２１条の規定により、次のとおり届

け出ます。 
 

開発許可年月日及び番号 年   月   日    第       号  

被 承 継 人 

住 所 
 

氏 名 
 

承 継 の 理 由 

 

承 継 年 月 日 年   月   日               

 
 受付印 

  

課 長 係 長 係 

   

注 法人登記簿謄本、戸籍謄本、相続放棄受理証明書、遺産分割協議書等地位を承継した

ことを証する書類を添付すること。 
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様式第２０（第２０条関係） 

 

開発行為承継承認申請書 

 
 
 都市計画法第４５条の規定により、開発許可を受けた地位の承継の承認を申請します。 

 

年  月  日    

 

鹿児 島市長 殿 

 

申請者 氏名                  

住所                  
 

開発許可年月日及び番号 年   月   日    第       号  

被 承 継 人 

住 所 
 

氏 名 
 

権 限 取 得 年 月 日 年   月   日               

承 継 の 理 由 

 

※承継年月日及び番号 年   月   日    第       号  

※承継に付した条件 

 

※手数料納入確認欄  

 
 受付印 

課 長 係 長 係 

   

注 ※の欄は記入しないこと。 
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様式第２２（第２２条関係） 

 

開 発行為又は建築に関する証明書交付 申請書  

 

年   月  日   

 

鹿児 島市長 殿 

 

申請者 住所                 

氏名                 

 

建築基準法第６条第１項の規定による確認を申請したいので、次のことについて、都市

計画法の規定に適合している旨の証明をしてください。 
 

建

築

物

・

特

定

工

作

物

に

関

す

る

事

項 

敷 地 の 所 在 地  

区 域 市街化区域・市街化調整区域 地域地区  

 

開 発 許 可 等 の 

年月日及び番号 

 

開発許可          年  月  日  第    号 

 ３７条・４１条 

 ４２条・４３条 の許可  年  月  日  第    号 

 

法第４１条による

制 限 の 内 容 

 

 

建 築 （ 建 設 ） 

計 画 の 概 要 

開発行為   □ 有（       ㎡）  □ 無 

用 途  

敷 地 面 積 ㎡  

工 事 の 種 別  

建築（構築）面積 ㎡  

そ の 他 
 

 この計画は、都市計画法第２９条・第３７条・第４１条・第４２条・第４３条の 

規定に適合していることを証明します。 
 

年  月  日 
 

鹿児島市長 
 
注 □印の欄は、該当事項に×印を付すこと。 
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２．開発行為等関係様式 

 
③開発許可その他様式（規則外参考様式） 
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都市計画法第３２条の規定に基づく公共施設等の同意並びに帰属に関する協議等申出書 
  正・副 
 

都市計画法第２９条の規定に基づく開発行為の許可申請に先立ち、都市計画法第３２条の規定に基づく協議及び鹿児島市宅地開発に関する条例
第４条に基づく事前協議を申し出ます。 
 

  年  月  日  
  鹿児島市長 殿  
 
                               申請者  住 所 
 
                                    氏 名                                      
 
                                    電話番号 

 
 設 計 者 

 住所 
                                                                 電話番号 
 氏名                                                        印 

 
 工 事 施 行 者 

 住所 
                                                                 電話番号 
 氏名                            印 

 開 発 区 域  鹿 児 島 市                                                     外    筆 

 開 発 面 積   予定建築物等  計 画 戸 数  戸

 予 定 工 期  ～ 計 画 人 口  人

 
 
 
 
 
 
 
 
 鹿児島市に帰属 
 
 
 
 
 しようとする 
 
 
 
 
 公 共 施 設 

 道 路  公 園 ・ 緑 地  調 整 池 

 幅員(ｍ)  延長(ｍ)  面積(㎡)  箇 所 別  面積 (㎡ )  箇 所 別  面積 (㎡ )  容 積 ( ㎥ ) 

        

 計   

 河 川 ・ 水 路 

 計   種 別  寸法(内のり)  延 長 (ｍ ) 

 消 火 栓  消 火 水 槽    

 
 箇所 

 
 箇所 

 計   

 計    上 水 道  下 水 道 

 道 路 敷 法 面  ㎡  

 そ の 他  

 
 鹿児島市に帰属 
 
 しようとする 
 
 公 益 施 設 

 種 別  面 積 ( ㎡ )  種 別  面 積 ( ㎡ ) 

    

 
 鹿児島市以外に 
 帰属しようとす 
 る公共・公益 
 施 設 

 種 別  数 量  帰 属 先  種 別  数 量 帰 属 先 

      

 
 その他必要事項 
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（開発許可用） 

 

委 任 状 
 
 

住所 
 

氏名                     
 
（TEL   －   －   ） 

   

 上記の者を私の代理人と定め、開発行為に係る次の行為を委任します。 

１．許可申請書の提出 
 
２．関係機関との協議 
 
３．許可通知書の受理 
 
４．検査済証の受理 
  

 地名・地番 鹿児島市 

開発面積 ㎡ 
 
 
 

  年  月  日 
 

住所 
申請者 

氏名                
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（開発許可用） 

 

誓 約 書 
 

 

 

 鹿児島市長  殿 

 

 

 

記 

 

 今般、私           が鹿児島市               に､

開発行為に関する許可による造成工事を行うに際し、工事中及び完了後も造成工事

による苦情や境界に関する紛争並びにその他諸問題等につきましては、私が責任を

もって処理し、関係官庁には一切ご迷惑をかけないことを誓約致します。 

 

 

     年  月  日 
 

                 住所 

          申請者 

                 氏名                                  

 

                 住所 

          設計者（代理人） 

                 氏名                                  
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開 発 行 為 に 関 す る 協 議 の 一 覧 表 
 

年   月   日   
 

鹿 児 島市長 殿 
 

開発行為者住所                  
氏名                  

 
 都市計画法第３２条の規定に基づき、下記事項につき別添のとおり同意協議を得ました。 
 

記 
 
１ 施行場所 
２ 面  積 
３ 開発目的 
４ 協議事項（公共施設） 

種 別 管理者 同意年月日 用地の帰属者 同意年月日 摘 要 

道 路      

水 路      

排水施設（下水道）      

公 園      

消 防 水 利 施 設      

給 水 施 設      

取 付 先 道 路      

取 付 先 水 路      

      

      

      

      

      

※ 教 育 施 設      

※ 電 気 施 設      

※ ガ ス 施 設      

※ 輸 送 施 設      

注意事項 
  １ 取付先道路は取付道路とちがいます。取付道路は道路の項で同時に扱います。 
   （令第２５条第４号の道路） 
  ２ ※の協議は、20ｈａ以上の開発行為に関する事項です。 
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公共・公益施設管理予定者との協議書（Ａ票）           （開発許可用） 
担当課〔              〕 

 

開  発  区  域  鹿児島市                   〔開発面積        ㎡〕 

 公共・公益施設の名称  

 
 設 計 者 住 所 氏 名 

 住 所 
 
 氏 名                                ℡ 

 協 議 項 目  指 摘 事 項  協 議 結 果 

 施 設 の 帰 属  1.鹿児島市 2.申請者 3.その他   

 
 
 施設の帰属先が鹿児島市 
 となる場合の手続等 
 （施設の帰属先が鹿児島 
 市以外、あるいは指摘事 
 項と異なった場合その理 
 由をその他欄に記入して 
 下さい。） 

  

 費 用 の 負 担  1.全額申請者負担  2.別途協議  

 
 
 設 計 に 関 す る こ と 

  

 
 
 そ の 他 

  

 
 
 協 議 年 月 日 
 
        年   月   日 

 
 申 請 者 

 住 所 
 
 氏 名                                      

 協 議 担 当 課 
 
 担当（        ） 

 
 
                                             印 

 
 帰 属 予 定 者 

 
 
                                             印 

 
※ 協議成立後押印して下さい 
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公共・公益施設管理予定者との協議書（Ｂ票）           (開発許可用) 
担当課〔              〕 

 

開  発  区  域  鹿児島市                  〔開発面積        ㎡〕 

 公共・公益施設の名称  

 
 設 計 者 住 所 氏 名 

 住 所 
 
 氏 名                                        ℡ 

 協 議 項 目  指 摘 事 項  協 議 結 果 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 設 計 に 関 す る こ と 

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 そ の 他 

  

 
※ Ｂ票使用の時は割印をして下さい｡   



- 347 - 

（開発許可用） 

協 議 書  

担当課〔           〕 

 開 発 区 域                      〔開発面積       ㎡〕 

 設計者 住所 氏名  住所 

 氏名                     ℡ 

 協 議 事 項  指 摘 事 項  協 議 結 果 

 

 

 

 

 

 設計に関すること 

  

 

 

 

 

 

 

 そ の 他 

  

 協 議 年 月 日 

 
 
    年  月  日 

申 請 者 
 住所 
  
氏名                        

 協 議 担 当 課 
 
 担当（   ）  

 

                                                  印 

※ 協議成立後 押印して下さい｡   
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（開発許可用） 

地盤調査等に関する確約書  
 

 

鹿児島市長 殿 

 

記 

 
 今般、私        が鹿児島市             で行う、

開発行為に関する工事につきましては、別紙理由により事前の地盤調査を行う

ことができません。 

つきましては、擁壁工事に着手する前迄に地盤調査等を行い、当該許可申請

書の擁壁設計において必要となる地盤の許容応力度や設計に用いた諸定数を確

認し、市長に報告した上で施工するとともに、完了時には地質調査等の結果を

工事完了届出書に添付することを確約致します。 

 地盤調査等の結果、地盤改良や擁壁構造の変更が必要となる場合は、市長と

協議し、承認を得た上で工事施工するとともに、工事完了届出を行う前迄に変

更許可の手続きを行います。 

 
  年  月  日 

 
申請者住所                   

 

               氏名                 

 

設計者住所                    

（代理人） 

               氏名                 

 
工事施行者住所                  

 

               氏名                 

 
※ 32 条事前協議申出段階で工事施行者が未定の場合は、工事施行者の欄は未記入でもよいが、

開発許可申請書には３者連名で提出すること。 
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樹木の保存・表土の保全に関する計画書 

  年   月   日 
鹿児島市長 殿 

     申請者 住所 
                         

氏名                      
                   

     設計者 住所   
                          

      氏名                      
 

開発区域に含まれる地域の 
名称 

 

開発区域の面積 ㎡ 

予定建築物の用途  

帰属公園等の有無 有 （面積      ㎡）  ・ 無 

 

１．「樹木の保存」について 

 

２．「表土の保全」について 

一次造成の有無 有 ・ 無 

残存表土の有無 有 ・ 無 

1m を超える切土又は盛土 
を行う土地の面積 

 

現況の説明  

表土の復元の措置 
（表土が存在する場合） 

 

表土復元のその他の措置 
（表土が存在しない場合） 

 

添付図面 

  ・位置図、現況図（現況写真を現況図に貼り付け） 

  ・樹木調査図（高さ 10ｍ以上の樹木） 

  ・樹林地調査図（高さ 5ｍ以上の樹木の集団） 

・樹木保存計画図 

開発区域内の保存対象樹木 
の有無 

有 ・ 無 

面積又は本数 ㎡（          本） 

現況の説明  

保存対象樹木の土地利用上 
の措置 

 

保存できない場合の理由  

保存できない場合のその他 
の措置 
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（開発行為用） 

 

開発行為変更協議申出書 
 

年  月  日   
 

鹿児島市長 殿 
 

開発者 住所（法人の場合にあっては所在地）        
 
 

氏名（法人の場合にあっては名称及び代表者の氏名） 
 
 

   
 
開発行為に関する工事（許可番号    年  月  日 指令土調開第  －  号）の変更

をしたいので協議を申し出ます。 

１ 変 更 に 係 る 事 項  

２ 変 更 の 内 容 

変

更

前 
 

変

更

後 
 

３ 変 更 理 由  

 
備考 ・変更理由はできるだけ詳細に記入すること。 
   ・変更に係る図面等を添付すること。 
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開 発 行 為 協 議 申 出 書 

 
 都市計画法第３４条の２第１項の規定により、開発行為に関する協議を申し出ます。 
   

年  月  日 
 

鹿児 島市長 殿 
 

開発者住所 
 

氏名                   
 

開 
 
 
発 
 
 
行 
 
 
為 
 
 
の 
 
 
概 
 
 
要 

１ 開発区域に含まれる地域の名称  

２ 開 発 区 域 の 面 積 平方メートル 

３ 予 定 建 築 物 等 の 用 途  

４ 工 事 施 行 者 住 所 氏 名  

５ 工 事 着 手 予 定 年 月 日 年  月  日 

６ 工 事 完 了 予 定 年 月 日 年  月  日 

 
７ 自己の居住の用に供するもの、 
  自己の業務の用に供するもの、 
  その他のものの別 
 

 

 
８ 法第３４条の該当号及び該当す

る理由 
 

 

９ そ の 他 必 要 な 事 項  

※ 受 付 番 号          年  月  日  第       号 

※ 協議に付した条件  

※ 協 議 番 号          年  月  日  第       号 

備考 １「開発区域に含まれる地域の名称」の欄は、区域が二以上にまたがる場合は、「代

表地番外○筆」と記入し、詳細は別紙に記載する。 
２ 工事施行者が未定の場合は、「入札後に決定」と記載する。 

   ３「法第３４条の該当号及び該当する理由」の欄は、協議に係る開発行為が市街化

調整区域において行われる場合に記載すること。 
   ４「その他必要な事項」の欄には、開発行為を行うことについて、その他の法令に

よる許可、認可等を要する場合には、その手続きの状況を記載すること。 
  ５ ※印のある欄は記載しないこと。 
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工  事  完  了  届  出  書 
 

年  月  日    
 
 

鹿 児 島 市 長 殿 
 
 

届出者住所                 
氏名                 

 
都市計画法第３６条第 1 項の規定により、開発行為に関する工事（協議番号  年  月 

  日 土調開協議第   号）が下記のとおり完了しましたので届け出ます。 
 

記 
 
１ 工事完了年月日                     年  月  日 
２ 工事を完了した開発区域  
  又は工区に含まれる地域の名称 
 
 

※ 受 付 番 号     年  月  日         第     号 

※ 検 査 年 月 日     年  月  日 

※ 検 査 結 果     合      否 

※ 検 査 済 証 番 号     年  月  日         第     号 

※ 工事完了公告年月日     年  月  日 

 
備考  １ ※印のある欄は記載しないこと。 
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（開発行為用） 

 

都市計画法第 32 条の規定に基づく公共施設等の同意並びに 

帰属に関する協議等申出書の取下書 
 

年  月  日   
 

鹿児島市長 殿 
 

申請者 住所（法人の場合にあっては所在地）        
 
 

氏名（法人の場合にあっては名称及び代表者の氏名） 
 
 

    
 

開発行為に関する事前協議申出書を取り下げますので、次のとおり届け出ます。 
 

１ 申 請 年 月 日   年  月  日 

２ 
開発区域に含まれる 
地 域 の 名 称 

 

３ 取 り 下 げ の 理 由  

 
 受付印 

 課長 係長 係 
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（開発行為用） 

 

開発行為許可申請書の取下書 

 
年  月  日   

 
鹿児島市長 殿 

 
申請者 住所（法人の場合にあっては所在地）        

 
 

氏名（法人の場合にあっては名称及び代表者の氏名） 
 
 

    
 

開発行為に関する工事の許可申請書を取り下げますので、次のとおり届け出ます。 
 

１ 申 請 年 月 日   年  月  日 

２ 
開発区域に含まれる 
地 域 の 名 称 

 

３ 取 り 下 げ の 理 由  

 
 受付印 

 課長 係長 係 
   

 



　工事完了時における申請区域内の土地の地番等は次のとおりとなっておりますので

報告いたします。

土地の地番 地目 所有者 ※敷地の用途

※敷地の用途の欄には、道路、公園、調整池、宅地等を記入すること。
※敷地内に水道管、汚水管、防火水槽等が埋設されている場合は、敷地の用途の欄に
　記入すること。
※不動産登記法第１４条地図に開発区域界を赤線で明記したものを添付すること。

工事完了時の区域内土地地番等報告書

申請者　　住所

　　　　　氏名

作成者　　住所

　　　　　氏名
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２．開発行為等関係様式 

 
④市街化調整区域内の建築許可その他様式 

 （規則外参考様式） 
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（第４３条第３項関係） 

建築物の新築、改築若しくは用途の変更又は第一種特定工作物の新設協議申出書 

 
都市計画法第４３条第３項の規定により 

  建 築 物        新   築 

          の    改   築   の協議を申し出ます。 

   第一種特定        用途の変更 

   工 作 物        新   設 

 

     年  月  日 

 鹿 児 島 市 長  殿  

協議申出者住所 

     氏名 

               

 

 連絡先（担当者名）             

 

１ 建築物を建築しようとする土地、用途の

変更をしようとする建築物の存する土地又

は第一種特定工作物を新設しようとする 

土地の所在、地番、地目及び面積 

鹿児島市 

 

地 目： 

面 積： 

２ 建築しようとする建築物、用途の変更後

の建築物又は新設しようとする第一種特定

工作物の用途 

 

３ 改築又は用途の変更をしようとする場合

は既存の建築物の用途 

 

４ 建築しようとする建築物、用途の変更後

の建築物又は新設しようとする第一種特定

工作物が法第３４条第１号から第１４号ま

で又は令第３６条第１項第３号ロからホま

でのいずれかの建築物又は第一種特定工作

物に該当するかの記載及びその理由 

 

５ そ の 他 必 要 な 事 項  

※ 受 付 番 号   年  月  日    第  －   号 

※ 協 議 に 付 し た 条 件  

※ 協 議 番 号   年  月  日  協議第  －   号 

備考 １ ※印のある欄は記載しないこと。 

２ 「その他必要な事項」の欄には、建築物の新築、改築若しくは用途の変更又は第一

種特定工作物の新設をすることについて他の法令による許可、認可等を要する場合に

は、その手続きの状況を記載すること。 
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委  任  状 

 

 

住 所 

氏 名 

（ＴＥＬ      －      －      ） 

 

 

 上記の者を私の代理人と定め、次の行為を委任します。 

１．私が建築する次の建築物に関する 

都市計画法第４３条第１項の建築許可申請に関する一切の件 

 

 

 

  

 

   

 

 

 

  年  月  日 

 

 

建 築 主  住 所 

氏 名                    

敷地の地名地番 鹿児島市 

主 要 用 途  

敷 地 面 積                 ㎡ 



都市計画法第４３条に基づく建築許可申請書

理　　　　　　　　 由 　　　　　　　　書

　

地　名　地　番 　鹿児島市

地　　　　　積 　　　　　　　　　　　　㎡ 　（実測面積　　　　　　　　　㎡）

地　　　　　目

使用に関する条件 　所有権　　借地権　　その他（　　　　　　　　　）

権利取得証明 　登記簿謄本　　借地承諾書　　その他（　　　　　　　　　）

権利取得年月日 　  　 　年　　月　　日

農　地　転　用 　農地法第 　　 条　　受付 ・ 許可　    　　年　　月　　日

用　　　　途

構　　　　造 階　　数

建 築 面 積 　　　　　　　　　　　㎡ 延べ面積 　　　　　㎡

その他・参考事項

申
請
建
物

申

請

土

地

現　 住　　所

建物を建築しようと

す　 る　 理　 由

　宅地　　田　　畑　　山林　　原野　　雑種地　　その他（　　　）

ふ　り　が　な

氏　　　　　名
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ふ り が な

役職・氏名

業　　種 従業員数 　　名

取 扱 品 目
　　  数 量

作 業 形 態 従業員数 　　　　名

年間予想生産高 　年　　　　　　　万円　（月平均　　　　　万円）

用　　途

構　　造 階　　数

建築面積 　　　　　　　㎡ 延べ面積 　　　㎡

（資格免許等の写し提出）

　   　　 年　　 月　　 日　～　   　　 年　　 月　　 日

都市計画法第４３条に基づく建築許可申請書

業　　務　　内　　容　　説　　明　　書

住　　  所
又は所在地
および名称

申

請

者

申請地で行う

業務の内容

資格免許等

申

請

内

容

申 請 理 由

（別紙でも可）

店舗・事業所
部分の規模

（延べ面積）
　　　　　　　㎡

店舗・事業所
部分の占める
割　　　合

　　　％

建築物の内容

工事予定期間
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借 地 等 承 諾 書 

 
 

 １ 借 地 等 の 地 名 地 番   

 ２ 借 地 の 面 積                         ㎡ 

 ３ 地 主 の 住 所 氏 名  

 ４ 管 理 人 の 住 所 氏 名  

 ５ 借地人等の住所氏名  

  上記のとおり建築物施行のため 

   （借 地）  □ 私有地を貸与することを承諾します。 

 

   （排 水）  □ 私有地内の排水施設を利用することを承諾します。 

          □ 私有地内に排水施設を設置することを承諾します。 

 

       年  月  日 

      地主（管理人）の住    所 

                        氏名又は名称                                             印 

 

 

 

借 

 

地 

 

等 

 

略 

 

図 

 

注）① 該当事項の□の中に×印を付けること。 
  ② 借地（貸与）の場合のみ、地主（管理人）の印は実印とし、印鑑証明書を添付すること。 

    なお、借地（排水）の場合、押印は不要。 
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建 築 許 可 申 請 書 取 下 届 

 

  年  月  日 

   

鹿児島市長 殿 

 

申請者 住所 

 

氏名                            

 

 

 さきに、提出した建築許可申請書を取り下げたいので、届けます。 

 

 

１．申請書受付年月日        年  月  日 

 

２．申請書受付番号            第   －    号 

 

３．敷地の地名地番    鹿児島市 

 

４．建 築 物 の 用 途                                      

 

５．取り下げた理由                                                             
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建 築 許 可 取 り や め 届 

 

                                 年  月  日 

   

鹿児島市長 殿 

 

申請者 住所 

 

氏名                             

 

 

 さきに、許可を受けました次の建築物等は、工事を取りやめましたので、通知書を添え

て届けます。 

 

 

１．許 可 年 月 日                年  月  日 

 

２．許 可 番 号            第   －    号 

 

３．敷地の地名地番    鹿児島市 

 

４．地 目                                      

 

５．敷 地 面 積                    ㎡ 

                                                 

６．取りやめた理由         
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２．開発行為等関係様式 

 
⑤市街化調整区域における開発行為等に関する 

事務処理要領 
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様式第１（第３条関係） 

 

市街化調整区域における開発行為等に関する事前協議申出書 

 

  年  月  日  

鹿 児 島 市 長  殿 

 

                        住  所（法人の場合は、主たる事務所の所在地） 

                     協 議 申 出 者 

                （建 築 主） 氏  名（法人の場合は、その名称及び代表者の氏名） 

 

                                                          

                        電話番号（   ）   － 

 

                        住  所（法人の場合は、主たる事務所の所在地） 

                     代  理  者 

                        氏  名（法人の場合は、その名称及び代表者の氏名） 

 

                                                          

                        電話番号（   ）   － 

 

建築基準法 第６条第１項 ・ 第１８条第２項 の規定に基づき 確認 ・ 計画通知 を申請し

たいので、次の計画について都市計画法に関する事前協議を申し出ます。 

 

敷地の地名地番 鹿児島市 

区     域 市街化調整区域 主要用途  

申請部分の用途  構  造 木造・鉄骨造・鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造・その他（   ） 

工 事 の 種 別 新築 ・ 増築 ・ 改築 ・ 移転 ・ 用途変更 ・ その他（       ） 

敷 地 面 積                   ㎡ 建 築 面 積           ㎡ 

延 べ 面 積       ㎡（うち新増改築部分      ㎡ 既設部分      ㎡） 

変更に関する

事     項 

変 更 部 分 変  更  前 変  更  後 

   

そ の 他  ※ 該当要件  

 
※ 事 前 協 議 済 書 

 

この計画は、都市計画法の上記該当要件に関する規定に適合していることを認めます。 

                  

様 

                              第（協議）       号 

                                    年  月  日 

 

                          鹿 児 島 市 長       印 

注１  ２部提出すること。 

 ２  ※印の項は、記入しないこと。 



 

 

- 366 - 

 

 

 

委  任  状 

 

住  所 

氏  名 

（ＴＥＬ   －   －    ） 

 

 上記の者を私の代理人と定め、次の行為を委任します。 

１． 私が建築（築造）する次の建築物（工作物）に関する 

「市街化調整区域における開発行為等に関する事前協議申出書」 

申請に関する一切の件 

 

 

  

 

 

 

 

 

      年  月  日 

 

         建 築 主（築造主） 住 所 

                   氏 名                

 

 敷地（開発区域）

の 地 名 地 番 

鹿児島市 

主 要 用 途  

敷 地 面 積                 ㎡ 

参 考 
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３．宅地造成工事関係様式 

 
①宅地造成等規制法施行規則 
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様式第二（正） 
宅 地 造 成 に 関 す る 工 事 の 許 可 申 請 書 

 宅地造成等規制法第８条第１項の規定による許可を申請します。 
      年  月  日 
 

鹿児 島市長 殿 
 

申請者 住所 
氏名                 

※ 手 数 料 欄 
 

１ 造 成 主 住 所 氏 名  

２ 設 計 者 住 所 氏 名  

３ 工 事 施 行 者 住 所 氏 名  

４ 宅 地 の 所 在 及 び 地 番 鹿児島市 

５ 宅 地 の 面 積 平方メートル 

６ 
 
工 
 
事 
 
の 
 
概 
 
要 

イ 切土又は盛土をする

土地の面積 
平方メートル 

ロ 切土又は盛土の土量 
切 土 立方メートル 

盛 土 立方メートル 

ハ 擁       壁 

番 号 構 造 高 さ 延 長 

 

 m 
m 
m 
m 

m 
m 
m 
m 

ニ 排 水 施 設 

番 号 種 類 内 法 寸 法 延 長 

  cm 
cm 
cm 
cm 

m 
m 
m 
m 

ホ 崖面の保護の方法  

へ 工事中の危害防止の

ための措置 
 

ト その他の措置  

チ 工事着手予定年月日 年  月  日    

リ 工事完了予定年月日 年  月  日    

ヌ 工程の概要  

７ その他必要な事項  

※ 許可にあたっ 
て付した条件 

 

注 ※の欄は記入しないこと。 
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様式第三 
 

宅 地 造 成 に 関 す る 工 事 の 完 了 検 査 申 請 書 
 
宅地造成等規制法第１３条第１項の規定による検査を申請します。 
 

年  月  日    
 
 
鹿児 島市長 殿 
 
 

造成主 住所                       
氏名                       

 
 

１ 工 事 完 了 年 月 日      年   月   日 

２ 許 可 番 号      第     号 

３ 許 可 年 月 日      年   月   日 

４ 工事をした土地の所在 
 
  及び地番 

 

５ 工事施行者住所氏名  

６ 備 考  
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様式第五 
 

年  月  日 
 

届 出 書 
 
 

鹿児島市長 殿 
 
 

造成主  住所                     
氏名                     

 
 
 宅地造成等規制法第１５条第１項の規定により、下記の工事について届け出ます。 
 
 

記 
 
 

１ 工事をしている土地の所在及 
 

び地番 

 
鹿児島市 

２ 工事をしている土地の面積 平方メートル  

３ 工 事 着 手 年 月 日 年  月  日    

４ 工 事 完 了 年 月 日 年  月  日    

５ 工 事 の 進 捗 状 況 
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様式第六 
 

年  月  日 
 

届 出 書 
 
 

鹿児島市長 殿 
 
 

造成主  住所                     
氏名                     

 
 
 宅地造成等規制法第１５条第２項の規定により、下記の工事について届け出ます。 
 
 

記 
 
 

１ 工事が行われる土地の所在及 
 

び地番 

 
鹿児島市 

２ 行おうとする工事の種類及び 
 

内容 
 

３ 工 事 着 手 年 月 日 年  月  日    

４ 工 事 完 了 年 月 日 年  月  日    
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様式第七 
 

年  月  日 
 

届 出 書 
 
 

鹿児島市長 殿 
 
 

造成主  住所                     
氏名                     

 
 
 宅地造成等規制法第１５条第３項の規定により、下記のとおり届け出ます。 
 
 

記 
 
 

１ 転用した土地の所在及び地番 

 
鹿児島市 

２ 転 用 し た 土 地 の 面 積 平方メートル  

３ 転 用 前 の 用 途  

４ 転 用 後 の 用 途  

５ 転 用 年 月 日 年  月  日    
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３．宅地造成工事関係様式 

 
②鹿児島市宅地造成等規制法施行細則 
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様式第４（第５条関係） 
 

                              年   月   日 
 鹿 児 島 市 長         殿 

 

             申請者 住所 

 

                 氏名                      
 

宅 地 造 成 に 関 す る 工 事 の 協 議 申 出 書                             

 

 宅地造成等規制法第１１条の規定により協議を申し出ます。 
 
１ 造 成 主 住 所 氏 名              

２ 設 計 者 住 所 氏 名              

３ 工 事 施 行 者 住 所 氏 名              

４ 宅 地 の 所 在 及 び 地 番             鹿児島市 

５ 宅 地 の 面 積             平方メートル 

６ 
 
工 
 
 
事 
 
 
の 
 
 
概 
 
 
要 

ア 切土又は盛土をする 
  土地の面積 

平方メートル 

イ 切土又は盛土の土量 
切 土 立方メートル 

盛 土 立方メートル 

ウ 擁 壁          

番 号 構  造 高  さ 延  長 

  ｍ 
ｍ 
ｍ 
ｍ 

ｍ 
ｍ 
ｍ 
ｍ 

エ 排 水 施 設          

番 号 種  類 内のり寸法 延  長 

  ㎝ 
㎝ 
㎝ 
㎝ 

ｍ 
ｍ 
ｍ 
ｍ 

オ がけ面の保護の方法  

カ 工事中の危害防止の 
  ための措置 

 

キ その他の措置  

ク 工事着手予定年月日               年   月   日 

ケ 工事完了予定年月日               年   月   日 

コ 工程の概要  

７ その他必要な事項  

※ 許可にあたっ 
  て付した条件 

 

注 ※の欄は記入しないこと。
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様式第５（第６条関係） 

 

宅 地 造 成 工 事 着 手 届                         

                                 年  月  日 

 

 鹿 児 島 市 長         殿 

              届出者 住所 

                  氏名                     

 

 宅地造成工事に着手したいので、鹿児島市宅地造成等規制法施行細則第６条の規定により、 

次のとおり届け出ます。 

 

１ 許可年月日及び番号    年  月  日     第        号 

２ 宅地造成位置及び地番  

３ 工事着手年月日    年  月  日 

４ 完了予定年月日    年  月  日 

５ 
工 
事 
監 
理 
者 

住 所 氏 名         

 

連 絡 場 所         
             （電話           ） 

資 格 免 許 等          

６ 
 
工 
 
事 
 
施 
 
行 
 
者 

住 所 氏 名         
 

連 絡 場 所         
             （電話           ） 

主任 
技術 
者 

住 所氏 名      
 

資格免許等 
 

 

 
  受付印 

課 長 係 長 係 
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様式第６（第７条関係） 
 
 
                             年   月   日 
 
  鹿 児 島 市 長 殿 
 
               造成主 住所 
                   氏名                 
 
 

宅 地 造 成 工 事 廃 止 届 
 
 工事を廃止したので届け出ます。 
 

廃止の理由 

 

許 可 年 月 日        
及 び 番 号 

 
 
 
      年  月  日      第        号 

 
  受付印 

 

 課 長 係 長 係 
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様式第７（第８条関係） 

 

宅 地 造 成 工 事 一 部 完 了 検 査 申 請 書 

 

鹿児島市宅地造成等規制法施行細則第８条第 2項の規定による検査を申請します。 

 

年  月  日 

 

 

鹿児島市長殿 

 

造成主 住所 

氏名                  

 

１ 工事一部完了年月日     年   月   日 

２ 許 可 番 号     第     号 

３ 許 可 年 月 日     年   月   日 

４ 工事をした土地の所在 
及び地番 

 

５ 工事施行者住所氏名  

６ 工事一部完了地の面積 平方メートル 

７ 工事一部完了検査を必 
要とする理由 

 

８ 工 事 完 了 箇 所 図  別添のとおり 

９ 備 考  
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様式９（第９条関係） 

 
 
 

                              年   月   日 
 
 
 鹿児島市長 殿 
 
 
                 造成主 住所 
 
                     氏名                 
 
 

届 出 工 事 変 更 届 書                   
 
 
 次のとおり届出工事を変更したので届け出ます。 
 
 

変 更 前 変 更 後 

１ 工事をしている土地の 
  所 在 及 び 地 番           

  

２ 工 事 を し て い る           
  土 地 の 面 積           

 
平方メートル 

 
平方メートル 

３ 工事着手年月日  年  月  日 年  月  日 

４ 工事完了予定年月日  年  月  日 年  月  日 

 

５ 工事の進ちょく状況 
 
 

  

許 可 年 月 日             
及 び 番 号             

 
 
     年  月  日      第      号 
 

 
 受付印 

 課 長 係 長 係 
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様式第１０（第１４条関係） 

 
 

許 可 申 請 手 数 料 減 免 申 請 書                      
 

 鹿児島市宅地造成等規制法施行細則第１４条第２項の規定により、下記のとおり許可 
申請手数料を減免してくださるよう関係書類を添えて申請します。 
 
                                  年  月  日 
 
 鹿 児 島 市 長         殿 
 
            造成主 住所 
 
                氏名                     
 

記 
 
 
 

１ 宅地の所在及び地番             
 

２ 宅 地 の 面 積                              平方メートル 

３ 切土又は盛土をする土地 
  の面積 

                   平方メートル 

４ 減免を受けようとする理 
  由 

 

５ 条例に規定する手数料額                       円 

６ そ の 他                                     

※ 減 免 金 額                                  円   

 
 
  受付印 

課 長 係 長 係 
   

注 

 １ ※欄は記入しないこと。 

 ２ 関係書類として、り災証明書等を添付すること。 
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３．宅地造成工事関係様式 

 
③宅造許可その他様式（規則外参考様式） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

- 381 - 

 
 

宅 地 造 成 工 事 施 行 同 意 書 （ 土 地 の 権 利 者 用 ） 
 

申請者 住所                
氏名                

 
私が権利を有する次の物件について、上記の者が宅地造成工事を行うことに同意しま

す。  
 
 
 
所 在 地  
及び地番  

地目  面 積  
（㎡）  

権利の種別  同 意 
年月日  

権利者の住所氏名  印  備 考  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

       

注  
 １ 権利の種別欄は、所有権、抵当権等の別を記入すること。  
 ２ 同一物件に権利者が２人以上いる場合は、備考欄にその旨を記入すること。  
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宅地造成工事施行同意書（建築物その他の工作物の権利者用）  
 

申請者 住所                
氏名                

 
私が権利を有する次の物件について、上記の者が宅地造成工事を行うことに同意しま

す。  
 
 
 
所 在 地  

 
及び地番  

工作物  
 

の種類  

工 作 物 の  
形 状 及 び  
敷 地 面 積  

権利の  
 

種 別  

同 意 
 

年月日  
権利者の住所氏名  印  備 考  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

       

注  
 １ 権利の種別欄は、所有権、抵当権等の別を記入すること。  
 ２ 同一物件に権利者が２人以上いる場合は、備考欄にその旨を記入すること。  
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宅地造成区域内権利者一覧表（土地の権利者用）  
 
 
 
所 在 地  
及び地番  

地 目  面 積  
（㎡）  

権利の種別  権利者の住所氏名  同意の

有 無  
備 考  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

      

注  
 １ 権利の種別欄は、所有権、抵当権等の別を記入すること。  
 ２ 同一物件に権利者が２人以上いる場合は、備考欄にその旨を記入すること。  
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宅地造成区域内権利者一覧表（建築物その他の工作物の権利者用）  
 
 
 
所 在 地  

 
及び地番  

工作物  
 

の種類  

工作物の形

状及び敷地

面積  
権利の種別  権利者の住所氏名  

同意の  
 

有 無  
備 考  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

      

注  
 １ 権利の種別欄は、所有権、抵当権等の別を記入すること。  
 ２ 同一物件に権利者が２人以上いる場合は、備考欄にその旨を記入すること。  
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（宅造許可用） 

 
設 計 者 の 資 格 に 関 す る 申 告 書 

 
年  月  日   

 
鹿 児 島 市 長 殿  

 
設計者 住所                  

氏名                  
年  月  日生   

 
宅地造成等規制法第９条第２項に規定する設計資格について、次のとおり申告します。  
宅 地 造 成 等 規 制 法 施 行 令 第 １ ６ 条 の  
講 ず べ き も の と さ れ る 措 置  

□ 高さが５ｍを超える擁壁の設置  
□ 切土又は盛土をする土地の面積が  

1500 ㎡を超える土地の排水施設 

宅 地 造 成 等 規 制 法 施 行 令 第 １ ７ 条 の  
該 当 資 格  

□ １号  
□ ２号  
□ ３号  
□ ４号  
□ ５号 １ ２ ３ ４ ５  

学  
 

歴  

学 校 名  学 部 学 科 名  卒業（中退）年月日  修 業 年 限  
  卒業  

年  月  日  
中退  

年  箇月  

建に  
築よ  
士る  
法資  
等格  

資 格 内 容  取 得 年 月 日  登録 又 は 合 格 番 号  

□ 技術士（      部門）  
□ 一級建築士  
□ その他  

  

実  
務  
経  
歴  

勤 務 先  職 務 内 容  在 職 期 間  

  

年  月 ～  年  月 （  年  月 ）  
年  月 ～  年  月 （  年  月 ）  
年  月 ～  年  月 （  年  月 ）  
年  月 ～  年  月 （  年  月 ）  
年  月 ～  年  月 （  年  月 ）  

設  
計  
経  
歴  

事業主体  工事施行者  施 行 場 所  面 積  許 可 年 月 日 及 び 番 号  

     

注  
 １ □印のある欄は、該当事項の□に×印を付け、該当資格の欄は該当事項を○  
  で囲むこと。  
 ２ 学歴欄は、設計資格に関係のある最終学歴を記入すること。  
 ３ 実務経歴及び設計経歴欄は、宅地開発に関係のあるもののみを記入し、設計  
  歴欄に記入した工事については、当該工事の設計を申告者が行ったことを証す  
  る事業主体発行の証明書を添付すること。  
 ４ 建築士法等による資格の証明書、卒業証明書等を添付すること。  
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（宅造許可用） 

 

委 任 状 
 
 

住所 
 

氏名                     
 
（TEL   －   －   ） 

   

 上記の者を私の代理人と定め、宅地造成工事に係る次の行為を委任し

ます。 

１．許可申請書の提出 
 
２．関係機関との協議 
 
３．許可通知書の受理 
 
４．検査済証の受理 
  

 地名・地番 鹿児島市 

宅地造成面積 ㎡ 
 
 
 

  年  月  日 
 

住所 
申請者 

氏名               
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（宅造許可用） 

 

誓 約 書 
 

 

 

 鹿児島市長  殿 

 

 

記 

 

 今般、私           が鹿児島市               に､

              を目的とした宅地造成の許可による造成工事を行う

に際し、工事中及び完了後も造成工事による苦情や境界に関する紛争並びにその他

諸問題等につきましては、私が責任をもって処理し、関係官庁には一切ご迷惑をか

けないことを誓約致します。 

 

 

     年  月  日 
 

                 住所 

          申請者 

                 氏名                                   

 

                 住所 

          設計者（代理人） 

                 氏名                                    
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（宅造許可用） 

協 議 書  

担当課〔           〕 

 宅 地 造 成 区 域                     〔宅地造成面積       ㎡〕 

 設計者 住所 氏名  住所 

 氏名                   ℡ 

 協 議 事 項  指 摘 事 項  協 議 結 果 

 

 

 

 

 

 設計に関すること 

  

 

 

 

 

 

 

 そ の 他 

  

 協 議 年 月 日 

 
 
    年  月  日 

  
申 請 者 

 住所 
  
氏名                        

 協 議 担 当 課 
 
 担当（   ） 

 

                                                  印 

※ 協議成立後 押印して下さい｡   
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（宅造許可用） 

地盤調査等に関する確約書 
 

 

鹿児島市長 殿 

 

記 

 

 今般、私        が鹿児島市             で行う、

宅地造成に関する工事につきましては、別紙理由により事前の地盤調査を行う

ことができません。 

つきましては、擁壁工事に着手する前迄に地盤調査等を行い、当該許可申請

書の擁壁設計において必要となる地盤の許容応力度や設計に用いた諸定数を確

認し、市長に報告した上で施工するとともに、完了時には地質調査等の結果を

完了検査申請書に添付することを確約致します。 

 地盤調査等の結果、地盤改良や擁壁構造の変更が必要となる場合は、市長と

協議し、承認を得た上で工事施工するとともに、完了検査申請を行う前迄に変

更許可の手続きを行います。 

 
  年  月  日 

 
申請者住所                   

 

               氏名                 

 

設計者住所                    

（代理人） 

               氏名                 

 
工事施行者住所                  

 

               氏名                 

 

※ 宅造許可申請段階で工事施行者が未定の場合は、工事施行者の欄は未記入でもよいが、工事

着手届の提出時に工事施行者の確約書も提出すること。 
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宅 地 造 成 に 関 す る 工 事 の 変 更 許 可 申 請 書 

 宅地造成等規制法第１２条第１項の規定による許可を申請します。 
      年  月  日 
 

鹿児 島市長 殿 
 

申請者 住所 
氏名                 

※ 手 数 料 欄 
 

１ 造 成 主 住 所 氏 名  

２ 設 計 者 住 所 氏 名  

３ 工 事 施 行 者 住 所 氏 名  

４ 宅 地 の 所 在 及 び 地 番 鹿児島市 

５ 宅 地 の 面 積 平方メートル 

６ 
 
工 
 
事 
 
の 
 
概 
 
要 

イ 切土又は盛土をする

土地の面積 
平方メートル 

ロ 切土又は盛土の土量 
切 土 立方メートル 

盛 土 立方メートル 

ハ 擁       壁 

番 号 構 造 高 さ 延 長 

 

 m 
m 
m 
m 

m 
m 
m 
m 

ニ 排 水 施 設 

番 号 種 類 内 の り 寸 法 延 長 

  cm 
cm 
cm 
cm 

m 
m 
m 
m 

ホ がけ面の保護の方法  

へ 工事中の危害防止の

ための措置 
 

ト その他の措置  

チ 工事着手予定年月日 年  月  日    

リ 工事完了予定年月日 年  月  日    

ヌ 工程の概要  

７ その他必要な事項  

※ 許可にあたっ 
て付した条件 

 

注 ※の欄は記入しないこと。 
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宅地造成工事に関する変更届出書 
 

  年  月  日  

 

 鹿児島市長 殿 

 
住所 

届出者 
氏名                 

 

 

 宅地造成等規制法第１２条第２項の規定に基づき、宅地造成に関する工事の変更について、次

のとおり届け出ます。 
 

１ 変 更 に 係 る 事 項 
 

 ２ 変 更 の 内 容 

変 更 前 変 更 後 

  

３ 変 更 の 理 由 

 

 ４ 許 可 年 月 日 及 び 番 号      年  月  日 指令土調宅第     号 

 

 



  　  　年　　月　　日

鹿児島市長　殿
造成主 住所

氏名

　宅地造成等規制法第８条に基づき宅地造成工事の許可を受けた土地について、同法第
１２条第１項の工事完了検査及び第２項の検査済証交付前に次のとおり建築物を建築し
たいので承認を申請します。

　　　　年　　　月　　　日　指令土調宅第　　　　号

 建築物を建築する 位置

 敷地 面積 ㎡

位置

建築（構築）面積 ㎡

延べ床面積 ㎡

 検査済証交付前に建築しよう

 とする理由

 ※承認年月日及び番号 　　　　年　　　月　　　日　　　　　　第　　　　号

　　受付印 課長 係長 係

注１　２部提出すること。
　２　工事工程表、手戻り工事の内容、防災上安全性が確保されると判断できる根拠等を
　　　添付すること。
　３　建築の確認済証の写し及び建築図面を添付すること。
　４　※の欄は記入しないこと。

宅地造成に関する工事の検査済証交付前の建築工事着工承認申請書

面積
 建　　築　　物

 ※条             件

 許可年月日及び番号

- 392 -
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（宅地造成用） 

 

宅地造成工事変更協議申出書 
 

年  月  日   
 

鹿児島市長 殿 
 

造成主 住所（法人の場合にあっては所在地）        
 
 

氏名（法人の場合にあっては名称及び代表者の氏名） 
 
 

    
 
宅地造成に関する工事（許可番号    年  月  日 指令土調宅第  －  号）の変更

をしたいので協議を申し出ます。 

１ 変 更 に 係 る 事 項  

２ 変 更 の 内 容 

変

更

前 
 

変

更

後 
 

３ 変 更 理 由  

 
備考 ・変更理由はできるだけ詳細に記入すること。 
   ・変更に係る図面等を添付すること。 
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（宅地造成用） 

 

宅地造成に関する工事の許可申請書の取下書 

 

年  月  日   

 

鹿児島市長 殿 

 

申請者 住所（法人の場合にあっては所在地）        

 

 

氏名（法人の場合にあっては名称及び代表者の氏名） 

 

 

    

 

宅地造成に関する工事の許可申請書を取り下げますので、次のとおり届け出ます。 

 

１ 申 請 年 月 日   年  月  日 

２ 宅地の所在及び地番  

３ 取 り 下 げ の 理 由  

 

 受付印 

 課長 係長 係 
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４．災害防止条例関係様式 

 
①鹿児島市開発行為、建築等における災害の防止に

関する条例施行規則 
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様式第１（第 2 条関係） 
開発行為届出書 

 
年  月  日   

 
鹿児島市長 殿 

 
届出者 住所（法人の場合にあっては所在地）        

 
 

氏名（法人の場合にあっては名称及び代表者の氏名） 
 
 

   
 
次のとおり開発行為を行いますので、鹿児島市開発行為、建築等における災害の防止に関す  

る条例第１３条第 1 項の規定に基づき届け出ます。 

１ 
開 発 区 域 に 含 ま れ る 

 
土 地 の 地 名 地 番 

鹿児島市 

２ 土 地 の 所 有 者  

３ 開 発 区 域 の 面 積 平方メートル  

４ 開 発 行 為 の 目 的  

５ 

工 事 着 手 予 定 年 月 日 年  月  日 

工 事 完 了 予 定 年 月 日 年  月  日 

※ 

受 付 年 月 日      年  月  日 

受 付 番 号    第       号 

 備考 
  １ 次の図書を添付すること。 
   (1) 位置図 
   (2) 付近見取図 
   (3) 現況写真 
   (4) 現況図 
   (5) 開発区域の求積図 
   (6) 工程表 
   (7) 開発行為施行同意書（様式第２） 
   (8) 委任状（代理人が届出書を提出する場合に限る。） 
  ２ この開発の概要を記載した標識は、開発行為の工事に着手しようとする日の２週間以 
   上前の日までに設置すること。 
  ３ ※欄は、記入しないこと。
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様式第２（第２条関係） 
開発行為施行同意書 

 
 

届出者 住所（法人の場合にあっては所在地）        
 
 

氏名（法人の場合にあっては名称及び代表者の氏名） 
 
 

    
 
 私が権利を有する次の物件について、上記の者が開発行為を行うことに同意します。 
 
地名地番 地目 面積 

（㎡） 
権利の種別 同 意 

年月日 
権利者の住所氏名 印 備考 

        

 備考 
  １ 権利の種別欄は、所有権、抵当権等の別を記入すること。 
  ２ 同一物件に権利者が２人以上いる場合は、備考欄にその旨を記入すること。 
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様式第３（第４条関係） 
開発行為の標識 

 
 
 
  

 

開  発  行  為  の  標  識 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

開 発 行 為 の 
届 出 を 行 っ た 者 

住所  

氏名 (電話        ) 

工 事 施 行 者 

住所 

 

氏名 (電話        ) 

開発行為に含まれる 
土 地 の 地 名 地 番 

 

開 発 行 為 の 
目 的 

 

工 事 期 間      年  月  日 ～   年  月  日 

開 発 行 為 の 
届 出 年 月 日 

     年  月  日 

 備考 
  １ 「開発行為の届出を行った者」及び「工事施行者」の欄は、法人にあっては、主た 
   る事務所の所在地、法人の名称及び代表者の氏名を記入すること。 
  ２ 標識の材質は、耐水ベニヤ等耐水性のあるものとし、表面は白色とすること。 
  ３ 標識の下辺が地上からおおむね８０センチメートルの高さになるように設置するこ 

と。 

１００センチメートル以上 

100 
セ

ン

チ

メ

｜

ト

ル

以

上 
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様式第４（第４条関係） 
開発行為標識設置届出書 

 
年  月  日   

 
鹿児島市長 殿 

 
届出者 住所（法人の場合にあっては所在地）        

 
 

氏名（法人の場合にあっては名称及び代表者の氏名） 
 
 

    
 
鹿児島市開発行為、建築等における災害の防止に関する条例第１４条の規定に基づき、次のとお

り開発行為の標識を設置しましたので届け出ます。 

１ 
開 発 区 域 に 含 ま れ る 

 
土 地 の 地 名 地 番 

 
鹿児島市 

２ 開 発 区 域 の 面 積 平方メートル  

３ 開 発 行 為 の 目 的  

４ 標 識 設 置 年 月 日      年  月  日 

５ 

工 事 着 手 予 定 年 月 日 年  月  日 

工 事 完 了 予 定 年 月 日 年  月  日 

６ 

開 発 行 為 の 届 出 年 月 日      年  月  日 

開 発 行 為 の 受 付 番 号    第       号 

 
 備考 設置した標識の状況が分かる写真を添付すること。 
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様式第５（第５条関係） 
開発行為変更届出書 

 
年  月  日   

 
鹿児島市長 殿 

 
届出者 住所（法人の場合にあっては所在地）        

 
 

氏名（法人の場合にあっては名称及び代表者の氏名） 
 
 

    
 
次のとおり開発行為の届出内容を変更しますので、鹿児島市開発行為、建築等における災害の防

止に関する条例規則第５条の規定に基づき届け出ます。 

１ 
開 発 区 域 に 含 ま れ る 

 
土 地 の 地 名 地 番 

鹿児島市 

２ 土 地 の 所 有 者  

３ 開 発 区 域 の 面 積 平方メートル  

４ 開 発 行 為 の 目 的  

５ 

工 事 着 手 予 定 年 月 日 年  月  日 

工 事 完 了 予 定 年 月 日 年  月  日 

※ 

受 付 年 月 日      年  月  日 

受 付 番 号    第       号 

 備考 
  １ 該当する欄のみ記入すること。 
  ２ 次の図書を添付すること。（第１号から第７号までについては、変更に係るものに 

限る。） 
   (1) 位置図 
   (2) 付近見取図 
   (3) 現況写真 
   (4) 現況図 
   (5) 開発区域の求積図 
   (6) 工程表 
   (7) 開発行為施行同意書（様式第２） 
   (8) 委任状（代理人が届出書を提出する場合に限る。） 
  ３ ※欄は、記入しないこと。
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様式第６（第５条関係） 
開発行為届出者地位承継届出書 

 
年  月  日   

 
鹿児島市長 殿 

 
届出者 住所（法人の場合にあっては所在地）        

 
 

氏名（法人の場合にあっては名称及び代表者の氏名） 
 
 

    
 
次のとおり開発行為の届出者の地位を承継したので、鹿児島市開発行為、建築等における災害の

防止に関する条例規則第５条の規定に基づき届け出ます。 

１ 
開 発 行 為 の 届 出 
年 月 日 

     年  月  日 

２ 被 承 継 者 

住 所  

氏 名  

３ 承 継 の 理 由  

４ 承 継 年 月 日      年  月  日 

 
備考 被承継人が法人のときは、主たる事務所の所在地、法人の名称及び代表者の氏名を記入 
すること
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様式第７（第５条関係） 
開発行為届出者等名義変更届出書 

 
年  月  日   

 
鹿児島市長 殿 

 
届出者 住所（法人の場合にあっては所在地）        

 
 

氏名（法人の場合にあっては名称及び代表者の氏名） 
 
 

    
 
 次のとおり（届出者、工事施行者）の（住所、氏名）を変更した（に異動を生じた）ので、鹿児

島市開発行為、建築等における災害の防止に関する条例規則第５条の規定に基づき届け出ます。 

１ 変 更 事 項 

新  

旧  

２ 変 更 理 由  

３ 
開 発 行 為 の 届 出 
年 月 日 

    年  月  日 

 
備考 

  １ 工事施行者が法人のときは、主たる事務所の所在地、法人の名称及び代表者の氏名を記入

すること。 
  ２ 工事施行者の異動の場合には、新旧両者の連名で届け出ること。
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様式第８（第５条関係） 
開発行為に係る軽微な変更届出書 

 
年  月  日   

 
鹿児島市長 殿 

 
届出者 住所（法人の場合にあっては所在地）        

 
 

氏名（法人の場合にあっては名称及び代表者の氏名） 
 
 

    
 
鹿児島市開発行為、建築等における災害の防止に関する条例施行規則第５条の規定に基づき、次

のとおり開発行為の軽微な変更をしたので届け出ます。 

１ 変 更 に 係 る 事 項  

２ 変 更 の 内 容 

変

更

前 
 

変

更

後 
 

３ 変 更 理 由  

４ 
開 発 行 為 の 届 出 
年 月 日 

     年  月  日 

 
備考 変更に係る事項を説明する図書を添付すること。
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様式第９（第６条関係） 
開発行為完了届出書 

 
年  月  日   

 
鹿児島市長 殿 

 
届出者 住所（法人の場合にあっては所在地）        

 
 

氏名（法人の場合にあっては名称及び代表者の氏名） 
 
 

    
 
鹿児島市開発行為、建築等における災害の防止に関する条例第１５条の規定に基づき、次のとお

り開発行為が完了したので届け出ます。 

１ 
開 発 区 域 に 含 ま れ る 

 
土 地 の 地 名 地 番 

 
鹿児島市 

２ 開 発 区 域 の 面 積 平方メートル  

３ 開 発 行 為 の 目 的  

４ 工 事 完 了 年 月 日      年  月  日 

５ 工 事 施 行 者 

住所 
 
 
 
氏名 
 
 
 

６ 

開 発 行 為 の 届 出 年 月 日      年  月  日 

開 発 行 為 の 受 付 番 号    第       号 

 備考 
  １ 工事施行者が法人のときは、主たる事務所の所在地、法人の名称及び代表者の氏名を 
   記入すること。 
  ２ 着工前及び完了時の状況が分かる写真を添付すること。
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様式第１０（第７条関係） 
開発行為廃止届出書 

 
年  月  日   

 
鹿児島市長 殿 

 
届出者 住所（法人の場合にあっては所在地）        

 
 

氏名（法人の場合にあっては名称及び代表者の氏名） 
 
 

    
 
鹿児島市開発行為、建築等における災害の防止に関する条例第１５条の規定に基づき、次のとお

り開発行為を廃止したので届け出ます。 

１ 
廃 止 し た 開 発 行 為 の 
届 出 年 月 日 

     年  月  日 

２ 
廃 止 し た 開 発 行 為 の 
受 付 年 月 日 

     第     号 

３ 開 発 行 為 を廃 止 した理 由  
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４．災害防止条例関係様式 

 
②災害防止条例届出その他様式（規則外参考様式） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

-
 4
07
 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

届出者　住所（法人の場合にあっては所在地）

工事着手予定年月日　　　　　　年　　月　　日
　　　　氏名（法人の場合にあっては名称及び代表者の氏名）

工事完了予定年月日　　　　　　年　　月　　日

 10 20  10 20  10 20  10 20  10 20  10 20  10 20  10 20  10 20  10 20  10 20  10 20

４月 ５月 ６月 ７月

工種

摘要

工　　程　　表

１２月 １月 ２月 ３月８月 ９月 １０月 １１月
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（災害防止条例届出用） 

 

委  任  状 
 

 

住所               
 

氏名               
 

（TEL   －   －   ）  
 
 

上記の者を私の代理人と定め、鹿児島市開発行為、建築等におけ
る災害の防止に関する条例に基づく開発行為の届出に係るすべての
行為を委任します。 

 
 
 

開発区域に含まれる  鹿児島市 
土地の地名地番 
 
 
開発区域の面積              平方メートル 
 
 
 
 

  年  月  日 
 
 

届出者  住所（法人の場合にあっては所在地）      
 
 

     氏名（法人の場合にあっては名称及び代表者の氏名） 
 

  



協議した
箇所

該当
手続きが
必要

協議日 担当者

　　　　．　　　．　　

　　　　．　　　．　　

立地適正化計画（都市再生特別措置法） 　　　　．　　　．　　

　　　　．　　　．　　

都市景観区域（景観法） 　　　　．　　　．　　

土壌汚染対策（土壌汚染対策法） 　　　　．　　　．　　

指定地内の行為許可（法第4条） 　　　　．　　　．　　

土砂災害警戒区域等（土砂災害防止法） 県砂防課 特定開発許可（法第10条） 　　　　．　　　．　　

　　　　．　　　．　　

　　　　．　　　．　　

農業地区域の解除（法第7条） 　　　　．　　　．　　

保　安　林（森林法） 保安林解除（法第26条、第26条の2) 　　　　．　　　．　　

1ha以上 林地開発の許可（法第10条の2)

1ha未満 伐採届（法第10条の8)

　　　　．　　　．　　

一団の土地の面積が下記以上の場合
①市街化区域内　⇒　2,000㎡
②上記以外の都市計画区域内　⇒　5,000㎡

③その他の区域　⇒　10,000㎡

道　　　　路 道路管理者（道路管理課・谷山建設課・各建設事務所等） 　　　　．　　　．　　

公　　　　園 公園緑化課 　　　　．　　　．　　

河　　　　川 河川港湾課 　　　　．　　　．　　

上　　水　　道 水道局水道整備課 　　　　．　　　．　　

公共下水道（汚水） 水道局下水道建設課 　　　　．　　　．　　

公共下水道（雨水） 水道局雨水整備室 　　　　．　　　．　　

簡　易　水　道 環境衛生課・簡易水道組合 　　　　．　　　．　　

消　防　水　利 消防局警防課 　　　　．　　　．　　

予定建築物・接道・位置指定道路・浄化槽 建築指導課 　　　　．　　　．　　

環境保全（騒音・振動等） 環境保全課 　　　　．　　　．　　

ごみ処理 清掃事務所・南部清掃工場 　　　　．　　　．　　

都市計画施設（道路等） 都市計画課・街路整備課 　　　　．　　　．　　

調整池協議 県河川課・市河川港湾課 　　　　．　　　．　　

交差点協議 県公安委員会交通規制課 　　　　．　　　．　　

法定外公共物（里道・水路） 道路管理課・谷山建設課・農地整備課・谷山農林課・各建設事務所 　　　　．　　　．　　

国有林 林　野　庁 　　　　．　　　．　　

道路トンネル 道路管理者 　　　　．　　　．　　

新幹線トンネル 鉄道建設・運輸施設整備支援機構 　　　　．　　　．　　

　　　　．　　　．　　

　　　　．　　　．　　

　　　　．　　　．　　

※届出地が法令に基づく区域に該当していないか、事前に関係機関と協議してください。
※協議を行った場合、該当区域内でなくても、「協議した箇所」にチェックを入れてください。
※手続きが必要とは、許可、認可、承認、届出等が必要な場合です。その際は、必要な内容を明記してください。
※その他関係機関と協議を行った場合は、その他の欄に適宜記入をお願いします。

工 業 地 域

第一種中高層住居専用地域

準 住 居 地 域

居住誘導区域外での住宅開発等に関する届出
都市機能誘導区域外での誘導施設の整備に関する届出
（法第88条、第108条）

災
害
危
険
地
域

近 隣 商 業 地 域

商 業 地 域

準 工 業 地 域

土地区画整理事業区域内及び隣接地（土地区画整理法）

風致地区

都市計画施設（都市計画法）

地すべり防止区域 〔郡山地域〕（地すべり等防止法）

第 一 種 低 層 住 居 専 用 地 域

第 二 種 低 層 住 居 専 用 地 域

第二種中高層住居専用地域

区域内の行為許可（法第18条）

工 業 専 用 地 域

建築の許可（法第53条）道　　　　　路

区域内における建築行為等の許可（法第76条）

用途地域における用途制限の確認
（建築基準法第48条）

風致地区内における建築等の規制に関する条例（第2条）

土木工事等のための発掘に関する届出　（法第57条の2）

地域森林計画内の民有林（森林法）

区域内の行為許可（法第7条）

自然公園内の行為許可（法第17条等）

農用地区域（農業振興地域の整備に関する法律）

農　　地（農　地　法）

急傾斜地崩壊危険区域（急傾斜地法）

・一団の土地の面積が、10,000㎡以上の場合、検討の必要有

市 街 化 区 域

市 街 化 調 整 区 域

第 一 種 住 居 地 域

砂防指定地の区域（砂 防 法）

農地転用及び権利移動の許可（法第4条、第5条）

教育委員会文化課

自然公園地域〔桜島地域〕（自然公園法）

埋蔵文化財包蔵地　（文化財保護法）

農
業
地
域

届
　
出
　
区
　
域
　
に
　
関
　
す
　
る
　
協
　
議

森
林
地
域

第 二 種 住 居 地 域

土
地
取
引

国土利用計画法に基づく届出 土地利用調整課

大規模取引等事前指導要綱

都市景観課

都市計画課

都市計画課

項　　　　　　　　　　目

県自然保護課

計
 
画
 
に
 
関
 
す
 
る
 
協
 
議

県地域政策課
鹿児島県土地利用対策要綱

農業委員会

農政総務課

地域振興局林務水産課

生産流通課

そ
の
他

非 線 引 き 都 市 計 画 区 域

建築指導課

都市計画課

環境保全課

地域振興局建設総務課

　　　　．　　　．　　

都市計画課
街路整備課

区画整理課

都市計画区域外

担　当　課

土地利用調整課宅地造成工事規制区域

必要な手続

都市計画課
都市計画区域内

協議内容

記入欄

　　　　．　　　．　　

　　　　．　　　．　　

　　　　．　　　．　　

　　　　．　　　．　　

　　　　．　　　．　　

　　　　．　　　．　　

　　　　．　　　．　　

　　　　．　　　．　　

関係機関との協議チェックリスト（災害防止条例用）
チェック欄

用途地域
地
域
地
区

一定規模以上の建築物の建築等の届け出（法第16条）

一定規模以上の形質変更の届出（法第4条）
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開発行為工事着手届 

 
年  月  日   

 
鹿児島市長 殿 

 
届出者 住所（法人の場合にあっては所在地）        

 
 

氏名（法人の場合にあっては名称及び代表者の氏名） 
 
 

    
 
鹿児島市開発行為、建築等における災害の防止に関する条例に基づき届出を行った次の開発行為

の工事に着手しますので届け出ます。 

１ 
開 発 区 域 に 含 ま れ る 

 
土 地 の 地 名 地 番 

 
鹿児島市 

２ 開 発 区 域 の 面 積 平方メートル  

３ 開 発 行 為 の 目 的  

４ 工 事 施 行 者 

住 所  

氏 名 

 
 
（現場担当者名            ） 
（電話                ） 

５ 

工 事 着 手 年 月 日 年  月  日 

工 事 完 了 予 定 年 月 日 年  月  日 

６ 

開 発 行 為 の 届 出 年 月 日      年  月  日 

開 発 行 為 の 受 付 番 号    第       号 
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（災害防止条例届出用） 

  年  月  日   

 
 
鹿児島市長 殿 

 
 

開 発 行 為 の 事 前 説 明 に 関 す る 報 告 書  

 
 
 鹿児島市開発行為、建築等における災害の防止に関する条例に基づき開発行為

の届出を行うに際し、周辺住民等への説明について、下記のとおり報告します。 

 
 

報告者 住所                     
氏名                     
電話                     

 
 

記 
１ 開発行為の概要 
 (1) 開発行為届出者 

 
 (2) 開発区域の土地の地名地番 

 
 
 
２ 事前説明の内容 
 (1) 周辺住民等への説明 
  ア 説明実施状況  別紙一覧表のとおり 
  イ 説明資料 

 
注 報告者は、開発行為の届出者のほか、届出者から委任を受けた代理人とします。 



 

 
 

-
 
4
1
2
 
- 

別紙                                                   （災害防止条例届出用） 

説明実施状況一覧表 

№ 土 地 の 所 在 現 住 所 氏 名 土地所有地・居住者 

周 辺 住 民 の 別 

説 明 日 時 説 明 方 法 及 び 説 明 

を 行 っ た 図 書 等 

備 考 

    所  居  周 ・  ・   

    所  居  周 ・  ・   

    所  居  周 ・  ・   

    所  居  周 ・  ・   

    所  居  周 ・  ・   

    所  居  周 ・  ・   

    所  居  周 ・  ・   

    所  居  周 ・  ・   

    所  居  周 ・  ・   

    所  居  周 ・  ・   

    所  居  周 ・  ・   

    所  居  周 ・  ・   

    所  居  周 ・  ・   

    所  居  周 ・  ・   

 注 

  １ 「土地所有者」とは隣接地の所有者をいい、「居住者」とは隣接地の居住者をいい、「周辺住民」とは土地所有者及び居住者以外の住民

をいう。 

  ２ 「説明方法」は、個別訪問、説明会、郵送等説明を行った方法を記入してください。 
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５．事前相談関係様式 

 
①開発宅造・建築相談書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



月  日 現場調査（   ，  ）   
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    開 発 宅 造 ・ 建 築 相 談 書      № 

受 付 年 月 日      年     月     日（  ）     時    分 

相 談 者 

住 所 ・ 氏 名              TEL 

関 係 者 

住 所 ・ 氏 名              TEL 

相 
 

談 
 

地 

 ※この欄には地名、『地番』及び『地目』を明記してください。 

  

鹿児島市 

面 

積 

㎡ 

該 当 区域区分等 許可を要する規模 宅 造 規 制 区 域 

 

都 市 計 画 区 域 

市街化区域 1,000 ㎡≦ 内 ・ 外 

 市街化調整区域 全  て 内 ・ 外 

 非線引き 3,000 ㎡≦ 内 ・ 外 

 都市計画区域外  10,000 ㎡≦ 内 ・ 外 

相 
 
 

談 
 
 

事 
 
 

項 

行為の目的： 

 

 

 

              〔㎡〕             〔ｍ〕            〔ｍ〕 

行為の規模：造成面積           最大切土高          最大盛土高  

 

 

留意事項（必ず読んでください。） 

 

 

 

 

 

 

※1 相談者の欄：当課へ来課された方の住所、氏名及び連絡先を記入 

※2 関係者の欄：相談地の所有者、造成主等の住所、氏名及び連絡先を記入 

※3 相談地の欄：地名、地番及び地目を記入（複数ある場合は、全て記入） 

※4 面 積 の 欄：相談地（開発予定地）の実測面積を記入 

※5 相談事項欄：目的（予定建築物の用途や規模等）、造成行為の規模（切土、盛土の高さ等）等を記入 

※6 添 付 資 料：付近見取図（住宅地図等）、写真、登記簿謄本（閉鎖謄本）や字図の『写し』等 

※7 添 付 図 面：平面図、断面図、求積図等 

          注 1）平面図、断面図は現況と計画が一つの図面で分かるように作成 

注 2）平面図には、切土、盛土を行う範囲が分かる線を記入 

注 3）断面図は、切土、盛土の高さが最大となる部分は必ず作成 

注 4）求積図には、開発予定地全体の求積図と切土、盛土を行う範囲の求積図を作成 

注 5）具体的な建築計画がある場合は、配置図や建物平面図、立面図等を提出 

※8 法第 34 条第 1号の場合は、事業計画書や理由書等を提出し、審査基準の内容を図示してください 

※9 相談を行う際は書類を『2部』作成し、1部は提出し、1部は相談者側で保管してください 

> > 

> 43  

① 事前相談に対する回答は、現時点での回答であり、今後基準の見直しにより、 

 回答内容に変更が生じる場合もあるので、早急に申請等の手続きを行わない場合 

 は、再度相談を行うようにしてください。 

② 事前相談に対する回答の有効期限は、最大でも概ね６ヶ月程度としますので、 

 相談後、期間が経過した場合は、再度相談を行うようにしてください。 
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６．違反宅地開発取扱い事務処理 

要領関係様式 

 
①鹿児島市違反宅地開発取扱い事務処理要領 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第１（その１）

台帳番号

違 反 場 所 鹿児島市

調 査 年 月 日 平成　　年　　月　　日（　　　）　　調査員

発 見 方 法 通 報 ・ 投 書 ・ 相 談 ・ パトロール ・ その他（　　　　　　　）

違 反 概 要

　　　法第　　　条第　　　項

　　　法第　　　条第　　　項

宅地開発事業の

目 的 ・ 規 模

許 可 の 有 無 有（　　　　　年　　月　　日　　　　　　　第　　　号）　 ・　無

用　　途 構　造 造

建 築 物 の 概 要 建築面積 ㎡ 規　模 階建て

延べ面積 ㎡

市街化区域 ・ 市街化調整区域 ・ 未線引き区域 ・ 都市計画区域外

区 域 区 分 用途地域 宅地造成工事規制区域　　内 ・ 外

他法令の指定区域（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

工 事 進 捗 状 況 既完了 ・ 未完了（着工時期　平成　　年　　月） （進捗率　　　％）　

事 業 主
住 所 ・ 氏 名

土 地 所 有 者
住 所 ・ 氏 名

工 事 施 行 者
住 所 ・ 氏 名

工 事 監 理 者
住 所 ・ 氏 名

設 計 者
住 所 ・ 氏 名

違 反 法 令 条 項

違 反 宅 地 開 発 報 告 書 兼 台 帳
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様式第１（その２）

年月日 項目 内　　容 担当者

是 正 指 導 の 処 理 経 過
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様式第１（その３）

　位置図・付近見取り図　

　現場状況略図　
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様式第２  

土 調 第     号 

  年  月  日     

 

 

様 

 

鹿児島市長        印 

（土地利用調整課扱い） 

 

 

通 知 書 

 

あなたが、鹿児島市               において行っている

行為について事情を伺いたいので、下記のとおり来庁してください。 

また、指定の日時に来庁できない場合は、必ず事前に連絡してください。 

なお、この指示に従わない場合は        法第  条第  項の

規定に基づく監督処分等の措置を行うこともあります。 

 

 

記 

 

 

１ 日 時：    年  月  日（  ） 午前・午後  時  分 

 

２ 場 所：鹿児島市 

 

３ 同伴者： 

 

４ 持参する図書等：  
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様式第３ 
                                                                               

事 情 聴 取 調 書 

聴取年月日       年  月  日（  ）    時  分  ～  時  分 

被聴取者 住所                     ℡ 

氏名  

聴 取 者 土地利用調整課（            ） 

聴取場所   

違反場所 鹿児島市 

 

違反内容 

法令違反条項         法第   条第  項 

               法第   条第  項   

許可の有無  有 ・ 無  許可番号（               ） 

違反内容 

 

 

 

聴取内容 

 １．違反場所の確認  

 ２．許可等手続の有無の確認 

 ３．区域・区分 

 ４．建築物の有無  有（  棟 用途    延べ面積   ㎡） ・ 無 

 ５．概要 
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様式第４ 

  年  月  日     

 

鹿児島市長  様 

 

 

 

顛 末 書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

住所 

氏名          （署名又は記名押印） 
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様式第５  

  年  月  日     

 

 鹿児島市長  様 

 

住所 

氏名          （署名又は記名押印） 

 

 

是 正 計 画 書 

 

下記の違反について、是正計画書を提出し是正します。 

また、是正が完了した場合は、速やかに是正完了報告書を提出します。 

 

記 

１ 違反場所 鹿児島市 

２ 違反内容  

３ 是正内容 

  是正方法 

 

４ 是正工程  

５ 是正期限    年   月   日 

６ その他 別図の有無  有（   枚） ・無 
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様式第６  

土 調 第     号 

  年  月  日     

 

 

            様 

 

鹿児島市長        印 

（土地利用調整課扱い） 

 

 

勧 告 書 

 

あなたが、鹿児島市               において行っている

（開発行為・建築・宅地造成）は       法第  条第  項の規定

に違反しているので、速やかに下記のとおり是正するよう勧告します。 

 

記 

 

 

１ 違反内容 

 

 

 

 

２ 是正内容 
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様式第７  

土 調 第     号 

  年  月  日     

 

 

            様 

 

鹿児島市長        印 

（土地利用調整課扱い） 

 

 

指 示 書 

 

 

  年   月   日付け土調第   号の勧告書により指示した件

について、未だ是正がなされておりません。 

ここに、上記指示書に従い、速やかに是正を行うよう指示します。 

なお、この指示に従わない場合は、       法第  条第  項の

規定に基づく監督処分等の措置を行うことになります。 

 



- 425 - 

様式第８  

  年  月  日     

 

 鹿児島市長  様 

 

住所 

氏名          （署名又は記名押印） 

 

 

是 正 完 了 報 告 書 

 

下記の違反については、是正が完了したので報告します。 

 

記 

１ 違反場所 鹿児島市 

２ 違反内容  

３ 是正内容 

  是正方法 

 

４ 是正工程  

５ 是正完了日   年  月  日 

６ その他  
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様式第９  

土 調 第     号 

  年  月  日     

 

 

            様 

 

鹿児島市長        印 

（土地利用調整課扱い） 

 

 

是 正 完 了 通 知 書 

 

 

あなたの鹿児島市                    における

（開発行為・建築・造成行為）の違反行為については、是正が完了したこと

を確認したので通知します。 
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７．国土利用計画法関係様式 

 
①国土利用計画法施行規則 
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様式第三（第20条関係） 

土地売買等届出書 
    年  月  日  

 鹿児島県知事      殿 

 権利取得者(譲受人) 

  住所 〒 
 

市町村名※  
区    分※  所・地・貸・他  単 ・ 団 
受理番号※     年  月  日  第   号 
処理番号※     年  月  日  第   号 

 

  氏名                                            

 

   (担当者) 

    電話 
 

譲 

受 
人 
業 
種 

1 
2 
3 
4 
5 
6 
7 

不 動 産 業 
建 設 業 
金 融 保 険 業 
製 造 業 
商 業 
運 輸 業 
そ の 他 

    国土利用計画法第２３条第１項の規定に基づき、土地に関する所有権（地上権・賃借権・その他）の移転（設定）をする契約の締結に 

   ついて、下記のとおり届け出ます。 
記 

 契約の相手方等 

 に関する事項 

契 約 の 相 手 方 （ 譲 渡 人 ） の 住 所  氏       名  契約締結年月日 

   年 月  日

土 

地 

に 

関 

す 

る 

事 

項 

番 
 

号 

所        在 
地     目 面     積 

登   記   簿 
住  居  表  示 

町  叉  は  字 地  番 登  記  簿 現   況 登 記 簿（ ㎡ ） 実 測（ ㎡ ） 

１        

２        

３        

       計          ㎡  計          ㎡ 

番 
 

号 

利  用  の 

現     況 

届    出    に    係    る    権    利    以    外    の    権    利 

所      有     権 所  有  権  以  外  の  権  利 

所 有 者 の 住 所 所 有 者 の 氏 名 種   別 内   容 権 利 者 の 住 所 権 利 者 の 氏 名 

１ 

２ 

３ 

       

す 

る 

事 

項 

工 

作 

物 

等 

に 

関 

土 

地 

に 

存 

す 

る 

番 
 

号 

種  類 概  要 

移 転 叉 は 設 定 

に 係 る 権 利 

移 転 叉 は 設 定 に 係 る 権 利 以 外 の 権 利  ※ 

所   有   権 所 有 権 以 外 の 権 利 

種 別 内 容 所 有 者 の 住 所 所有者の氏名 種 別 内 容 権 利 者 の 住 所 権利者の氏名 

１ 

          ２ 

３ 

内
容
に
関
す
る
事
項 

土
地
に
関
す
る
権
利
の 

番 

号 

移転叉は設定の態様 
地 上 権 叉 は 貸 借 権 の 場 合 

特 記 事 項 
存続期間 残存期間 堅固・非堅固の別 地 代（ 年額・円 ） 

１ 

      ２ 

３ 

対 番 
号 

土 地 に 関 す る 対 価 の 額 等 工 作 物 等 に 関 す る 対 価 の 額 等 

価 地 目( 現況 ) 面  積（㎡） 単  価（円／㎡） 対 価 の 額 （円） 種  類 対 価 の 額（円） 

の 

額 
１  

百万   千   ㎡ 

．

   百万   千   円 

  

 十億   百万   千   円 

等 

に 
２  

       ．          

             

関 

す 
３  

       ．          

             

る 実 

測 

清 

算 

有 

・ 

無 

  計（ａ ） 平 均 （（ｂ）÷（ａ）） 計（ ｂ ）   計 

事 

項 
 

 百万   千   ㎡ 

．

   百万   千   円   十億   百万   千   円   十億   百万   千   円 

土 

地 

の 

利 

用 

目 

的 

等 

に 

関 

す 

る 

事 

項 

利 
 
 

用 
 
 

目 
 
 

的 

用 途 等  

利 

用 

の 

現 

況 

の 

変 

更 

 ※ 

  

 利用目的に係る 

 土地の所在 
 

 利用目的に係る 

 土地の面積 

  百万   千   ㎡ 

． 

 

有 

・ 

無 

 利 用 計 画 の 

 概 要 

人工面率                   ％ 計画人口                          人 

そ の 他  

 その他参考と 

 なるべき事項 
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８．公有地の拡大の推進に関する 

法律関係様式 

 
①公有地の拡大の推進に関する法律施行規則 
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別記様式第一 

土 地 有 償 譲 渡 届 出 書 

 

年   月   日 

 

鹿児島市長 殿 

 

譲り渡そうとする者 
住所  

氏名   

公有地の拡大の推進に関する法律第４条第１項の規定に基づき、下記により、届け出ます。 

 

記 

 

１ 譲り渡そうとする相手方に関する事項 

譲り渡そうとする 

相手方 

住所  

氏名  

 

 

２ 土地に関する事項 

所在及び地番 地目 地積 
当該土地に存する所有権以外の権利 

種類 内容 当該権利を有する者の氏名及び住所 

  ㎡    

 

３ 当該土地に存する建築物その他の工作物に関する事項 

所在及び地

番 
用途 

構造の

概 要 
延べ面積 

当該工作物の所有

者の氏名及び住所 

当該工作物に存する所有権以外の権利 

種類 内容 
当該権利を有する者

の氏名及び住所 

   ㎡     

 

 

４ 譲渡予定価額に関する事項 

 土地 建築物その他の工作物 合計 

譲渡予定価額 円 円 円 

 

５ その他参考となるべき事項 

 

 

 
備考 

１ 「地目」の欄には、田、畑、宅地、山林等の区分により、その状況を記載すること。 

２ 「地積」の欄には、土地登記簿に登記された地積を記載すること。実測地積が知れているときは、当該実測地積を「地
積」の欄にかっこ書きで記載すること。 

３ 「内容」の欄には、存続期間、地代等当該権利の内容をできる限り詳細に記載すること。 

４ 譲り渡そうとする者、譲り渡そうとする相手方、土地に存する所有権以外の権利を有する者又は当該土地に存する建築
物その他の工作物に関し所有権若しくは所有権以外の権利を有する者が法人である場合においては、氏名は、その法人の
名称及び代表者の氏名を記載すること｡ 

５ 当該土地が法第 4 条第 1 項第 1 号から第 5 号までのいずれに該当するかが明らかな場合には、「その他参考となるべき
事項」の項にその内容を記載すること。 
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別記様式第二 

土 地 買 取 希 望 申 出 書 

 

年   月   日 

 

鹿児島市長 殿 

 

申出をする者 
住所  

氏名   

公有地の拡大の推進に関する法律第５条第１項の規定に基づき、下記により、申し出ます。 

 

記 

 

１ 土地に関する事項 

所在及び地番 地目 地積 
当該土地に存する所有権以外の権利 

種類 内容 当該権利を有する者の氏名及び住所 

  ㎡    

 

２ 当該土地に存する建築物その他の工作物に関する事項 

所在及び地

番 
用途 

構造の

概 要 
延べ面積 

当該工作物の所有

者の氏名及び住所 

当該工作物に存する所有権以外の権利 

種類 内容 
当該権利を有する者

の氏名及び住所 

   ㎡     

 

 

３ 買取希望価額 

 土地 建築物その他の工作物 合計 

譲渡予定価額 円 円 円 

 

４ その他参考となるべき事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
備考 

１ 「地目」の欄には、田、畑、宅地、山林等の区分により、その状況を記載すること。 

２ 「地積」の欄には、土地登記簿に登記された地積を記載すること。実測地積が知れているときは、当該実測地積を「地
積」の欄にかっこ書きで記載すること。 

３ 「内容」の欄には、存続期間、地代等当該権利の内容をできる限り詳細に記載すること。 

４ 申出をする者、土地に存する所有権以外の権利を有する者又は当該土地に存する建築物その他の工作物に関し所有権若
しくは所有権以外の権利を有する者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載する
こと｡ 

 


